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はじめに 
 

 国では少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京圏

への人口の過度な集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保しつつ、将来にわ

たり活力ある日本社会を持続させるため、2014 年に「まち・ひと・しごと創生法」を施

行し、新たな視点を加味した施策の拡充のもと、「第２期まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を展開してきました。その後、2021 年には新型コロナウイルス感染症の拡大やデジ

タル技術の急速な進化に伴い、テレワークの普及や地方移住への関心が高まるなど、社会

情勢がこれまでとは大きく変化しています。デジタルの力を活用して地方創生を加速化・

深化し、全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会を目指すことなどを目的に、「ま

ち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、令和５年度（2023 年度）から５か

年の新たな総合戦略「デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定しました。 

 当町においては、平成 30 年北海道胆振東部地震の発災以降、人口流出が顕著でありま

したが、復興のシンボルとなる安平町立早来学園の建設や移住定住に向けた各種プロモー

ションをはじめ、様々な取組みにより人口の社会増の傾向も出てきているなど、明るい兆

しも現れてきております。 

 新型コロナウイルス感染症の拡大や物価高騰・エネルギー対策、自然災害の激甚化など

先行きが不透明な状況下にありますが、デジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化

させるため、このたび「安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定いたしました。 

 デジタル技術の進化に伴う、首都圏などの都市部から地方分散などの動きを踏まえ、地

方創生という観点から、この地域を、未来を背負っていく今の子ども達、そして、これか

ら生まれてくる子ども達にしっかりと引き渡せるよう、今後10年・20年を見据えた政策を

改めて展開し、「ふるさと安平町」の発展と活性化のため、地域資源や可能性をしっかり

と分析しながら、安平町としての地方創生にしっかりと取り組んでまいります。 

 

 令和６年２月 

 

安平町長 及 川 秀 一 郎   
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地域で子どもを産み育てられる環境づくり／就学前教
育／妊娠期・乳幼児期における母子保健事業の充実／
小児医療体制の充実／結婚・出産・子育ての経済負担
軽減策の拡充 

安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略の体系図 

基 本 目 標 関連施策 
キーワード 

自然 

減少 

対策 

① 子どもを産み育てる環境整備のために 「子育て」「教育」 

② 将来の不安を取り除き､いつまでも安全･安心に住み

続けられるまちづくりのために 
「くらし」 

社会 

減少 

対策 

③ 強みを活かした産業と雇用の場づくりのために 「雇用」「回遊･交流」 

④ 移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
「子育て」「教育」「くらし」
「雇用」「回遊・交流」 

 

基本目標を実現するための施策のＰＲが極めて重要 「情報発信」 

  

      
企業誘致の促進と町内企業への継続的支援／地域資源
を活用した地域ブランド化支援と新たな産業創出／新
規就農者対策／起業・創業の促進／町内企業等への支
援による若者雇用、U・I・Jターンの促進 

雇 用 強みを活かした産業と雇用の場の創出 

（すう 

子育て 働きながら子育てできる環境の創出 

 

 

      
学校教育の充実／ふるさと教育・学社融合事業の推進
／地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推進／
あびらの学びの推進／地域文化・スポーツ活動等の活
性化／教育施設整備の促進 

教 育 ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育 

 

 

      
移住･定住施策の推進/生活ｲﾝﾌﾗの整備･長寿命化の推進
／超高齢社会に対応した医療･福祉･介護の充実／商業
の振興／地域公共交通の利便性・効率性の向上／再生
可能ｴﾈﾙｷﾞｰの利活用に向けた研究／地域ｺﾐｭﾆﾃｨ活性化
の推進／防災対策の推進 

くらし すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり 

 

 

      
回遊・交流ステーション形成事業の推進／スポーツ交

流の推進／グリーンツーリズムの推進／広域連携事業

の推進 

回遊･交流 地域の観光資源を活用した回遊・交流の仕組みづくり 

 

       
戦略的シティプロモーションの推進／情報通信技術を
活用した情報提供システムの整備／町のデジタル化推
進 

情報発信 的確な情報提供による町のイメージアップ 

 

安平町への通勤者 
1,863 人 
↓ 

町内への通勤者を 

定住に結びつける 
可能性 

 
すでに安平町には 
町外への通勤者が 

1,379 人いる 

高齢化率の上昇、コミュニティ維持への対応は、「人口構造」を変えることが重要 
そのためには、 

「子育て世代の転入」を増やし、「少子化」に歯止めをかけられるかが鍵 

－地域資源－ 
札幌圏に近い 

新千歳空港に近い 
牧歌的な風景 
多様な農作物 
魅力的な道の駅 
子育て・教育 

＋ 
潜在能力の発見 

＋ 
デジタルの力 

基本目標を実現するための 

重点施策の６分野 

①雇 用  ②子育て  ③教 育 

④くらし ⑤回遊･交流 ⑥情報発信 

「出生率の向上」と「子育て世代の転入」 

この両輪の施策が必須 

子育て世代に選ばれるまちに！ 

そして、その後も 

生涯住み続けることができるまちに！ 
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Ⅰ 人口ビジョン 
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（１）安平町における人口推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１：人口推移(1955年～2015年）と将来推計（2020年～2045年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２：年齢３区分別人口推移(1980年～2015年）と将来推計（2020年～2045年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆ 当町は、昭和35年(1960年)の14,485人をピークとして、継続的に人口が減少し、平

成27年(2015年)の国勢調査ベースで8,148人となっています。 
 
◆ 年少人口(15歳未満)、生産年齢人口(15～64歳以下)、老年人口(65歳以上)の３年齢

区分別では、年少人口と生産年齢人口が減少している一方、老年人口は増加してお

り、高齢化率は、令和２年３月末の住民基本台帳上で36.6％となっています。 
 
◆ 国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）が平成30年３月に公表

した推計では、当町の令和27年(2045年)の人口は、平成27年(2015年)の国勢調査の人

口から44.8％減少し、4,493人（高齢化率46.6％）となることが予測されています。 
 

１ 人口の現状分析 

 

出典：国勢調査、令和２年(2020年)以降は社人研推計 

出典：国勢調査、令和２年(2020年)以降は社人研推計 
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（２）安平町における人口構造の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：安平町の人口構造（令和２年（2020年）3月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆ 令和２年(2020年)３月末時点で、当町の高齢化率は36.6％と、全国・全道平均を上

回っています。また、５歳区分の人口構造（人口ピラミッド）でみると、団塊の世代

と呼ばれる70-74歳の698人を最高値として、45-59歳の生産年齢人口にも人口が集中

していることから、今後も高齢化率の上昇が見込まれます。 
 
◆ 少子高齢化に歯止めをかける鍵となる生産年齢人口は、特に20代から30代の「子育

て世代」と呼ばれる年齢層の人口が極端に少ないことから、将来的に地域の維持が困

難になる時代を迎えるおそれがあります。 
 
◆ 当町はその年によって増減はありますが、全道的にも合計特殊出生率（15～49歳の

女性が生涯に産むと予測される子どもの数）が低く、加えて子育て世代の女性人口も

減少しているため、０歳から14歳までの年少人口も10.2％と低く、社人研の将来推計

においても緩やかに減少することが予想されています。 
  

出典：住民基本台帳（令和２年（2020 年）3月 31 日現在） 
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高齢化率の増加

が想定される。 

この層を増やす

必要がある。 
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図4：旧町域別の人口構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5：安平町の地域別高齢化率の現状 

①追分地区 

地区名 総人口(人) 

高齢者人口

65歳以上

(人) 

高齢化率 

(％) 
地区名 総人口(人) 

高齢者人口

65歳以上

(人) 

高齢化率 

(％) 

旭 192 26 13.5％ 緑が丘 145 84 57.9％ 

向陽 51 17 33.3％ 本町１丁目 44 21 47.7％ 

美園 70 32 45.7％ 本町２丁目 34 16 47.1％ 

春日 40 20 50.0％ 本町３丁目 59 27 45.8％ 

豊栄 68 32 47.1.％ 本町４丁目 74 36 48.6％ 

弥生 58 22 37.9％ 本町５丁目 110 54 49.1％ 

若草１丁目 81 35 43.2％ 本町６丁目 80 24 30.0％ 

若草２丁目 212 121 57.1％ 本町７丁目 69 26 37.7％ 

若草３丁目 262 119 45.4％ 青葉１丁目 107 60 56.1％ 

花園１丁目 19 9 47.4％ 青葉２丁目 135 49 36.3％ 

花園２丁目 93 40 43.0％ 青葉３丁目 98 36 36.7％ 

花園３丁目 256 115 44.9％ 中央 175 80 45.7％ 

花園４丁目 66 32 48.5％ 白樺１丁目 255 52 20.4％ 

柏が丘 47 24 51.1％ 白樺２丁目 246 51 20.7％ 

 

 

 

 

旧追分町域の人口構造は、旧早来町域に比べて44歳未満の人口割合が少なく、少子高齢化が加速

していることが分かります。「団塊の世代ジュニア」より年齢の若い子育て世代の転入・定住促進政

策を図らなければ、将来的な地域の維持が困難になる時代を迎えるおそれがあります。 

出典：安平町住民基本台帳（令和２年（2020 年）３月 31日現在） 

追分地区の中でも、旭・向陽地区は企業従業員の居住割合が高いことを要因として、高齢

化率は抑えられており、また、白樺地区は平成５年(1993年)以降の公・民による宅地造成に

より低高齢化率となっています。一方、昭和40年代に宅地として分譲された青葉地区・若草

地区などをはじめとして全体的に高齢化率が高いことから、率の低減化に向けた対策が急務

です。 
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②早来地区 

地区名 総人口(人) 

高齢者人口

65歳以上

(人) 

高齢化率 

(％) 
地区名 総人口(人) 

高齢者人口

65歳以上

(人) 

高齢化率 

(％) 

瑞穂 75 45 60.0％ 大町(ときわ) 320 96 30.0％ 

安平 470 213 45.3％ 大町(あかね) 304 98 32.2％ 

緑丘 46 21 45.7％ 栄町 642 202 31.5％ 

守田 70 20 28.6％ 北町 234 126 53.8％ 

北進 403 149 37.0％ 新栄 72 38 52.8％ 

東早来 117 37 31.6％ 富岡 346 102 29.5％ 

大町(あけぼの) 305 95 31.1％ 源武 179 9 5.0％ 

大町(しらかば) 220 53 24.1％ 遠浅 745 252 33.8％ 

 
 
 
 
 
 

 
 

図6：安平町の出生者数の推移・将来推計及び合計特殊出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

安平町の合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

    

平成24年
（ 2 0 1 2 ）

：1.41（54人） 平成25年
（ 2 0 1 3 ）

：1.36（48人） 平成26年
（ 2 0 1 4 ）

：1.56（56人） 

平成27年
（ 2 0 1 5 ）

：1.46（50人） 平成28年
（ 2 0 1 6 ）

：1.23（41人） 平成29年
（ 2 0 1 7 ）

：1.38（46人） 

平成30年
（ 2 0 1 8 ）

：1.34（41人） 令和元年
（ 2 0 1 9 ）

：1.79（52人） 直近3か年  1.5033 

早来地区は、区域ごとに分けて実施された宅地分譲、公営住宅等建設、民間アパート建設助

成の効果が寄与し、高齢化率の上昇が抑制されており、人口構造においてもこの影響をみるこ

とができます。一方、農村地区を中心に後継者不足により高齢化率が高い地域も多く、その対

策が急務です。 

※合計特殊出生率 

 15～49 歳の女性が１年間に出産した子どもの数を基にして、一人の女性が生涯に産むと予測される子ども

の数の平均数を算出したもの。（出生者数は毎年 1.1 から 12.31 の間の生まれた数） 

 人口規模の小さい市町村においては、女性の年齢各歳別出生率の各年毎の変動が大きいことから、合計特殊

出生率も変動が大きくなる傾向があります。 

出典：安平町住民基本台帳、厚生労働省「人口動態統計」 
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図7：安平町における20歳から39歳の女性の数の推移と将来推計 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
 
 
 

（３）安平町における人口動態の現状（人口減少要因の分析） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

図8：住民基本台帳年報による過去28年間の安平町人口推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年(2020年)３月31日現在人口：7,694人（旧早来町域：4,548人、旧追分町域：3,146人） 

出典：住民基本台帳年報（平成 25 年（2013 年）まで 3月 31 日現在、平成 26 年（2014 年）から 1月 1日現在） 

 
◆昭和35年(1960年)以降、継続的に人口減少が続いているものの、平成５年(1993年)か

らの10年間をみると旧両町の政策が寄与し、人口増加に転じている期間があります。 
 

[旧早来町域] 
・図10の平成５年と平成７年の人口増は、臨空工業団地への企業進出やカナディアン団地
造成によるものと推測（＊アイリスタウン分譲→H15年の社会増） 

[旧追分町域] 
・図11の平成５年と平成７～12年までの連続６年の人口増は、町総合計画に基づく住宅の
まち政策の展開によるものと推測（公営住宅建設、ラ・ラ・タウンなどの分譲） 

 
◆しかし、平成15年(2003年)以降は、増加に転じることなく人口減少が続いており、特
に合併以降は、自然減と社会減が重なり人口減少から抜け出せずにいます。 

 また、平成30年(2018年)９月６日に発生した北海道胆振東部地震の影響もあり、平成
30年(2018年)以降は急激に社会減による人口流出が進んでいることがわかります。 
 

平成12年(2000年)以降、20～39歳

の女性人口が急激に減少し、令和２年

(2020年)以降も継続して減少するこ

とが推計されている。 

出典：国勢調査、令和２年(2020年)以降は社人研推計 
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図9：安平町の自然増減・社会増減比較表 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図10：旧早来町域の自然増減・社会増減比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成30年北海道胆振東部地震を要因とした人口減 

※これまでと比較し、社会減が大きくなっている 

臨空工業団地造成による企業進出・北進地区のカナ

ディアン団地造成を要因とした人口増 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 

 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 
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図11：旧追分町域の自然増減・社会増減比較表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図12：安平町の人口増減の影響度分析表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）安平町における自然動態の現状 

 

 

 

 

 

 
◆ 平成５年(1993年)以降の自然増減数を検証すると、出生者数が減少するなか、死亡
者は増加する傾向にあり、出生者数－死亡者数の差が大きくなっています。 

  
＊平成22年(2010年)～令和元年(2019年)の出生者数－死亡者数の平均差は▲65.1人 

  
過去10年間の平均死亡率（1,000人あたりの死亡者数）は、早来地区10.5人、追分地区13.3人 

  

平成6年(1994年)に策定した追分町総合計画に基

づく住宅政策・施策により人口増加を実現。（中央

公住、ラ･ラ･タウン造成・サニータウン開発） 

自
然
増
減 

社会増減 

人口減少局面    人口増加局面 

平成15年(2003年)以降、自然減・社会減の人口

減少局面に転じている。 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 
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図13：安平町の自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図14：旧早来町域の自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図15：旧追分町域の自然動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

死亡者数の増加と出生者数の減少により、その差が開きつつある。 

追分地区の出生者数の減少が顕著 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 

 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 

 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 
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（５）安平町の社会動態の現状 

 

 

 

 

 

 
  

 

図16：安平町の社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図17：旧早来町域の社会動態の推移 

 

 

 
◆ 転入・転出の全体異動数が年々減少しています。町内企業・事業所の縮小、生活利
便性のある苫小牧市・千歳市から通勤するという「職住分離」で生活する方の増大な
ど様々な理由が考えられます。 

 
◆ 中でも20代から40代の若年層の転出が顕著であることがわかります。専門学校や大
学へ進学し、卒業後に転出するほか、働く場や利便性のある生活環境を求めて転出し
ていることが推測できます。また、若年層の減少だけではなく、高齢者も親族が住む
市町村や町外の高齢者福祉施設等へ転出するケースが顕著です。 

 
＊過去の社会増の要因分析については、図9～図12を参照。 

 

転入・転出者の差は小さいものの、全体異動数が減

少している。また、平成30年北海道胆振東部地震以

降の社会減少が顕著である。 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 

 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 
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図18：旧追分町域の社会動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図19：年齢別の社会増減表 

 

 

 

出典：安平町住民基本台帳 

 

平成18年(2006年)から令和元年(2019年)までの社会減少のうち、20-49歳までの年代の転出割合

が6割を占める。 

出典：安平町住民基本台帳（異動について、平成 25 年（2013 年）までは当該年の 4.1

から翌年 3.31 まで。平成 26 年（2014 年）以降は当該年の 1.1 から翌年の 12.31 までの数） 
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図20：転入・転出者に係る転入元・転出先自治体 

 
 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成18年(2006年)4月～

令和２年(2020年)3月までの

14年間における転入者の前住

所地は、札幌市の891人が最

も多く、次いで苫小牧市の

825人となっている。 

道外からの転入者は、全体

で1,412人であるが、東京に

限らず全国の自治体からの転

入が多い。 

出典：安平町住民基本台帳 

出典：安平町住民基本台帳 

平成18年(2006年)4月～

令和２年(2020年)3月までの

14年間における転出者の転出

先住所地は転入者と異なり、

苫小牧市の1,229人が最も多

く、次いで札幌市の1,014

人、千歳市が892人となって

いる。 

上位３自治体ともに、就業

等の関係で当町から人口が流

出しているものと推測され

る。 

なお、道外への転出者数は

1,390人であるが、転入者と

同様、首都圏への集中とは

なっていない。 

転入者の前住地 

転出者の転出先住所地 
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（６）安平町における人口減少対策の可能性の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図21：近隣市町から安平町へ通勤する者の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

  町外から安平町への通勤・通学者数（主な市町村、昇順） 

市町村名 通勤・通学者数（割合） 市町村名 通勤・通学者数（割合） 

苫小牧市 767人（41.2％） 由仁町 33人（1.8％） 

千歳市 527人（28.3％） 北広島市 26人（1.4％） 

札幌市 123人（6.6％） むかわ町 22人（1.2％） 

厚真町 119人（6.4％） 江別市 18人（1.0％） 

恵庭市 113人（6.1％） その他 115人（6.2％） 

 
◆ 平成27年(2015年)の国勢調査によれば、当町は昼夜間人口比率が105.9％であり、

近隣市町からの通勤・通学者の数が多いことがわかります。（H27国調人口8,148人に

対し、昼間人口は8,632人であり、昼夜間人口比率では全国で167位の高さ。） 
 
◆ 平成21年度(2009年度)に実施した既存施設を活用した「移住促進住宅整備事業」や

平成23年度(2011年度)から３か年実施した「民間賃貸共同住宅等建設促進事業（ア

パート建設助成事業）」のターゲットは当町に通勤する近隣市町住民でした。 
 
◆ 特に平成23年度(2011年度)からの３年間で、12棟88戸のアパートが建設された早来

地区には、87人の転入者が入居し、出生者数の増加（図13参照）に大きく寄与してい

ます。 
 
 
 

767人 119人 

22人 

527人 

113人 

123人 

出典：平成 27 年国勢調査 

町 外 か ら 安 平 町 へ 通 勤 す る 方

（1,863人）のうち約４割が苫小牧

市、約３割が千歳市となっている。 
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図22：安平町から近隣市町へ通勤する者の数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  安平町から町外への通勤・通学者数（主な市町村、昇順） 

市町村名 通勤・通学者数（割合） 市町村名 通勤・通学者数（割合） 

苫小牧市 487人（35.3％） 由仁町 39人（2.8％） 

千歳市 439人（31.8％） むかわ町 31人（2.2％） 

厚真町 138人（10.0％） 北広島市 20人（1.5％） 

札幌市 70人（5.1％） 岩見沢市 18人（1.3％） 

恵庭市 65人（4.7％） その他 72人（5.2％） 

 

  【参考】安平町から他自治体への通学者（主な市町村、昇順） 

市町村名 通学者数 市町村名 通学者数 安平町への通学者 

苫小牧市 88人（43.3％） 厚真町 16人（7.9％）  

46人 
 

※主に苫小牧市、千

歳市、恵庭市から

の通学者 

恵庭市 28人（13.8％） 江別市 8人（4.0％） 

千歳市 23人（11.3％） 岩見沢市 6人（3.0％） 

札幌市 21人（10.3％） その他 13人（6.4％） 

 

人口減少対策の可能性に係る現状分析の検証によって得られるキーワード 

①安平町へ通勤している方を定住に結びつける可能性を秘めている。 

②近隣市町への通勤者も多く、他自治体の対策で当町からの人口流出も懸念される。 

③通学先として札幌市を含め複数の自治体があるという特徴がある。 

487人 

439人 

138人 

65人 

31人 

70人 

出典：平成 27 年国勢調査 

安平町から町外へ通勤・通学する方

（1,379人）のうち、隣接する苫小牧市・

千歳市・厚真町で約8割を占める。 

出典：平成 27 年国勢調査 
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（７）安平町における雇用及び就労の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

図23：安平町の産業別就労者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
◆ 当町における平成27年(2015年)の産業別就労者総数は、4,006人であり、産業人口
比率をみると第１次産業が24.9％、第２次産業が17.2％、第３次産業が57.0％となっ
ています。 ＊｢分類不能｣が除かれるため100%とならない。 

 
◆ 就労者の内訳では、農業が975人と最も高く、次いで卸売業・小売業400人、製造業
399人、公務部門345人、医療・福祉344人、建設業259人の順となっています。 

 
◆ 産業別就業人口の特化係数をみると、農業が7.15と高く、就労者の数からも、当町
の基幹産業（稼ぐ力）は、農業であることがわかります。 

 

出典：平成 27 年国勢調査 

産業別特化係数＝当町のα 産業の就業者比率／全国のα 産業就業者比率 

特化係数が１を超える産業が地域での強みとなる産業であり、「稼ぐ力」の目安となるもの。（全国比で換算される） 
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以下で使用する「パターン①」及び「シミュレーション①・②」の前提条件については

次のとおり区分されます。 

【２０１８社人研推計】 

 

２０１８社人研推計 

 

・主に平成22年(2010年)から平

成27年(2015年)の人口の動向

を勘案し将来の人口を推計 

・移動率は、今後、全域的に縮

小すると仮定 

 

出生に関

する仮定 

原則、平成27年(2015年)の全国の子ども女性

比（15～49歳女性人口に対する0～4歳人口の

比）と各市町村の子ども女性比をとり、その比

が令和２年(2020年)以降令和27年(2045年)まで

一定として市町村ごとに仮定 

死亡に関

する仮定 

原則、55～59歳→60～64歳以下では、全国と

都道府県の平成22年(2010年)→平成27年(2015

年)の生残率の比から算出される生残率を都道

府県内市町村に対して一律に適用。60～64歳→

65～69歳以上では、上述に加えて、都道府県と

市町村の平成12年(2000年)→平成22年(2010年)

の生残率の比から算出される生残率を市町村別

に適用 

移動に関

する仮定 

原則、平成22年(2010年)～平成27年(2015年)

の国勢調査（実績）等に基づいて算出された移

動率が、令和22年（2040年）以降継続すると仮

定 
  

【シミュレーション①・②】 

シミュレーション１ 

（パターン１(社人研推計準拠)＋出生率上昇） 

 
仮に、２０１８社人研推計において、合計特

殊出生率（15～49歳までの女性の年齢別出生率
を合計したもの。一人の女性がその年齢別出生
率で一生の間に生むとしたときの子どもの数）
が令和12年(2030年)までに段階的に人口置換水
準（2.1（人口規模が長期的に維持される水
準））まで上昇すると仮定 

※すでに現在の合計特殊出生率が人口置換水
準を上回っている場合には、現在の状況で
推移すると仮定（当町は下回っている。） 

 

シミュレーション２ 

(パターン１(社人研推計準拠)+出生率上昇+純移動率ゼロ) 

 
仮に、２０１８社人研推計において、合計特

殊出生率が令和12年(2030年）までに人口置換
水準（2.1（人口規模が長期的に維持される水
準））までに上昇し、かつ移動（純移動率）が
ゼロ（均衡）で推移すると仮定 
 

２ 仮定値による将来人口の推計 

  社人研推計が平成30年(2018年)に公表した人口推計（社人研推計準拠）及び社人研推

計に準拠した仮定値による２つのシミュレーションの結果、当町の人口減少の段階は、

65歳以上の高齢人口が維持・微減となる一方、年少人口と生産年齢人口が大幅に減少す

る「第２段階」の状況にあり、また、将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度の

分析では、自然増減は「３」、社会増減は「４」と判定されることから、当町は自然減

少対策と社会減少対策を同時に進めていく必要があります。 

また、シミュレーション①と②との差は、人口移動が均衡した際の効果を示すもので

あるため、社会減少対策を講じることによる人口確保の効果が高く、かつ、人口に及ぼ

す影響が大きいことがわかります。 
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図24：社人研による安平町人口推計の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０１８社人研推計：全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 
シミュレーション１：合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の2.1）まで上昇したとした 

場合のシミュレーション 

シミュレーション２：合計特殊出生率が人口置換水準（人口を長期的に一定に保てる水準の2.1）まで上昇し、かつ人 

口移動が均衡したとした（移動がゼロとなった）場合のシミュレーション 

 

図25：安平町における人口減少段階の分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
＊人口減少段階については、年少人口と生産年齢人口の減少を前提とし、「第１段階：老年人口の増加」「第２段階：

老年人口の維持・微減」「第３段階：老年人口の減少」の３つの段階を経て進行するとされている。 

第２段階 第３段階 

基準年となる平成27年(2015年)を100とした時、

社人研推計では令和２年(2020年)以降、本格的な人

口減少を迎える第３段階に突入する。 



19 

 

◇将来人口に及ぼす自然増減・社会増減の影響度分析 

推計方法 ﾊﾟﾀｰﾝ① ･･･Ⅰ ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ① ･･･Ⅱ ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ② ･･･Ⅲ 

令和27年(2045年)推計 ４，４９３人 ４，７８５人 ６，１２４人 

 

分 類 計 算 方 法 影響度 

自然増減 

の影響度 

◇シミュレーション①の令和27年(2045年)推計人口（4,785人）････Ⅱ 

◇パターン①の令和27年(2045年)推計人口（4,493人）････Ⅰ 

Ⅱ÷Ⅰ×100 ≒ １０６．４％ 

３ 

社会増減 

の影響度 

◇シミュレーション②の令和27年(2045年)推計人口（6,124人）････Ⅲ 

◇シミュレーション①の令和27年(2045年)推計人口（4,785人）････Ⅱ 

   Ⅲ÷Ⅱ×100 ≒ １２７．９％ 

４ 

 
自然増減の影響度：次の５段階に整理 

｢１｣＝100%未満 ｢２｣＝100～105% ｢３｣＝105～110% ｢４｣＝110～115% ｢５｣＝115%以上 

社会増減の影響度：次の５段階に整理 

｢１｣＝100%未満 ｢２｣＝100～110% ｢３｣＝110～120% ｢４｣＝120～130% ｢５｣＝130%以上 
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図27：令和２年度(2020年度)納税額推計 
 

年齢区分 
税額 

(円) 

人数 

(人) 

納税者 

割合(％) 

１人あたり

納税額(円) 

0～4 歳  -   

5～9 歳  -   

10～14 歳  -   

15～19 歳  590,800 328 4.75％ 1,801 

20～24 歳 13,827,500 353 5.11％ 39,171 

25～29 歳 18,579,600 316 4.58％ 58,796 

30～34 歳 18,230,700 298 4.32％ 61,177 

35～39 歳 25,049,200 346 5.01％ 72,397 

40～44 歳 35,798,800 429 6.22％ 83,447 

45～49 歳 50,544,000 534 7.74％ 94,652 

50～54 歳 43,451,900 493 7.14％ 88,138 

55～59 歳 40,942,700 474 6.87％ 86,377 

60～64 歳 28,504,300 514 7.45％ 55,456 

65～69 歳 24,708,800 582 8.43％ 42,455 

70～74 歳 32,216,400 688 9.97％ 46,826 

75～79 歳 7,336,500 577 8.36％ 12,715 

80～84 歳 4,719,400 412 5.97％ 11,455 

85～89 歳 1,864,400 337 4.88％ 5,532 

90 歳以上 1,594,500 221 3.20％ 7,215 

 347,959,500 6,902 100.00％   

 

 

 

 

 
 
●令和２年(2020年)における個人町民税では、主に生産年齢人口（15～64歳）のうち､

30歳代後半から50歳代における１人あたりの年間税額が高いことが分かります。 

●個人町民税の単純推計結果では、令和27年度(2045年度）に１億8,700万円と、基準で

ある令和２年度(2020年度)納税想定額に対して約46％減少するという推計結果となり

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 人口の変化が地域の将来に与える影響の分析 

   人口や所得の変動に影響を受けやすい個人町民税について、令和２年(2020年)の税率

と税収額を基準値として、社人研の将来推計人口をもとに、５年ごとの税収推計を行っ

た結果、生産年齢人口の減少によって、その額が大きく減少することが予想されます。 
 
 

 
【推計方法】 

①令和２年(2020年)の個人町民税額と

納税実人数から１人あたりの納税額

を算出 

②令和７年(2025年)から令和27年

(2045年)までの税額推計は、税制改

正等がないものとして固定し、令和

２年(2020年)の１人あたりの納税額

に各年の５歳区分社人研推計人口を

乗じて算出 

③なお、令和２年(2020年)の納税額推

計は、令和２年６月末時点の数値を

使用し、かつ、一部の高額納税者分

を含まず算出 

―――――――――――――――― 
（注意）この推計は、生産年齢人口の
減少が個人町民税に及ぼす影響を算定
したものであり、実際の将来税額推計
ではない。また、令和２年(2020年)
６月末時点の税額であり、決算額では
ない。 

注）令和２年(2020年)の生産年齢人口は、 

令和２年６月末時点の実納税者数から算出し、 

以降は社人研推計を用いている。 
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ポイント 
実現可 

能 性 
方向性の検討 

◆自然減少の食い止めは可能か △ 出生者数が死亡者数を超えることはできない。 

 

・死亡者数の減少は可能か × 

死亡者を減少させることはできませんが、健康寿

命延伸事業の実施により、国の平均寿命を下回る男

性平均寿命の改善は可能であると分析します。 

・出生者数の増加は可能か ○ 

ソフト・ハード両面による子育て支援策の充実に

より､｢もう一人子どもが欲しい｣という夫婦の希望を

実現することが可能と分析します。ただし、20-39歳

の女性が減少すれば出生者数が減少していきます。 

◆社会減少の食い止めは可能か ◎ 社会増加の実現可能性は十分にある。 

 

・20-24歳の転出抑制は可能 

 か 
× 

就学期間終了後の若者の大半を地域に留めること

（自己の可能性を信じる若者の都会志向を止めるこ

と）は現状として難しいと分析します。ただし、「い

つかは帰ってきたい」という考えを醸成する「ふる

さと教育」に力を入れることで、将来のＵターンに

寄与すると考えられます。 

・25-39歳の転出抑制は可能 

 か 
○ 

結婚後の年収の少ない若年層に対する子育て支援

策や住宅施策などの展開により可能であると分析し

ます。ただし、独自の大きな雇用創出による転出抑

制を図ることは、現状では厳しいと予測します。 

・高齢者の転出抑制は可能か ◎ 

都会に住む子ども達が「ひとり暮らしとなった

父・母の生活が心配」という不安を取り除く政策展

開を行うことで実現が可能であると考えます。 

・25-39歳の転入促進は可能

か 
◎ 

人口減少に歯止めをかけた過去の施策の例から、

近隣市町の住民を主なターゲットとしてニーズ調査

を行い、都会の利便性を捨てるだけの転入メリット

を政策につなげることができれば移住・定住者を増

加させることが可能であると分析します。 

＊首都圏住民の４割が地方移住を希望していると

いう統計もあり、空港から近接であることや充

実した子育て教育環境のＰＲと併せ、周辺企業

情報の提供、起業支援策・創業支援策の展開に

より移住希望者やＵターン希望者の獲得にも期

待が持てます。 

４ 人口の現状分析・将来推計に基づく将来の方向性 

  
当町の人口は、昭和35年(1960年)をピークとして減少し続けているものの、独自に

行った移住・定住施策により、平成５年(1993年)から平成14年(2002年)までの間、人口

減少に歯止めをかけた時期があります。また、昼夜間人口比率が105.9％である現状

や、町民の近隣市町への通勤状況などからも、将来に向けた施策の展開によって、転入

数を増やし、人口減少カーブを抑制することが可能であると分析します。 
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＜自然減少対策における将来の方向性＞ 

 
 
① 現在の人口構成（人口ピラミッド）から、今後５～10年間の死亡者数が増加する

ことが予測されます。（年間100～120人の死亡者数を想定） 
 
② このため、自然減少対策は「死亡者数－出生者数の差」を縮めることが重要であ

り、出生率の向上による出生者数の増加政策が重要となります。 
 
③ 「結婚」→「出産」→「育児」→「医療」→「子育て支援」→「教育」に至るま

での対策を、国の省庁や町の組織の枠を超えて一体的に展開する必要があります。 
 
④ 併せて、長期的な視野に立ち、町民の健康寿命延伸事業を継続的に実施すること

により、生活習慣病による疾病・死亡リスクを抑制し、高齢者の自立した生活の期

間を延伸するとともに、究極目標として最終的には平均寿命を延伸する施策の実施

が必要です。  

[参考：安平町平均寿命] 

（H27年町民平均寿命(括弧は国)：男80.3歳（80.8歳）、女87.1歳（87.0歳） 
 

 
 

＜社会減少対策の方向性＞ 
 
 
① 止まらない転出超過の要因は、20代の若年層と70歳以上の高齢者の転出です。 
 
② 若年層を地域に留まらせるための独自対策による大きな雇用の場の確保は、現状

として難しい状況にあることから、雇用と連動したＵＩＪターンの促進や町内立地

企業と連携した雇用情報の提供とともに、空き地・空き家などを活用したリモート

ワークスペースの確保、道の駅を拠点とした新たな地域産業の創出、コミュニ

ティ・ビジネスの展開などの対策が必要です。 
 
③ 昼間人口が夜間人口を超えている現状を踏まえ、地理的優位性を活かした「子育

て世代（主なターゲットは30代）」の転入促進に加え、知名度向上と交流人口の拡大

を図り、ＵＩＪターン希望者の移住・定住を促進させる対策が過去の例から最も効

果的であると考えます。 
 
④ 70歳以上の高齢者の転出抑制にあたっては、在宅での介護に資するよう、当町出

身のシニア世代のＵターンの促進や、新たな情報通信技術を活用した生活情報の提

供、地域公共交通の確保、福祉・介護サービスの充実とともに、健康寿命の延伸対

策や定年退職後も活躍し続けることのできる「生涯現役社会」の実現が重要である

と考えます。 
  

 

その他人口分析と将来人口推計の検証によって得られる将来の方向性 

①現状の40歳未満の低い人口比率を是正する対策が重要である。 

②特に追分地区の人口構成は極めていびつであり、早急な対策が必要である。 

③出生者数の維持･増加には､出生率向上と子育て世代の転入施策の両輪が必須となる。 

 



23 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将来人口を展望するための基本的考え方】 
 
①合計特殊出生率（子ども女性比）の向上（自然減少対策） 

 
・直近３か年（平成29年～令和元年）の合計特殊出生率の平均値は1.50と全国・北

海道の値を上回っていますが、数値の増減が想定されるため、女性が子どもを産

み育てていくための環境醸成により、引き続き出生率の向上に取り組みます。 
 

 

②子育て世代の転入促進（社会減少対策） 
 
・合計特殊出生率の向上対策のみでは、女性の数の減少により、子どもの数は将来

的に減少すると予想されるため、現在のいびつな人口構造の改善も含めた25～30

代の子育て世代の移住・定住に向けた施策の推進に取り組みます。 

＊ 将来を担う子どもの教育諸活動（学習活動、文化・スポーツ活動など）を維持するに

は、地域内で子どもの数を一定程度確保することが重要である。 
 

 

③町民が生涯にわたり安全・安心に住み続けるための政策の実現（自然減少対策・社会減少対策） 
 
・団塊の世代が75歳を迎える「2025年問題」を見据え、高齢者が安全・安心に住み

続けられるまちを目指し、当町の課題である70歳以上の高齢者の転出超過を抑制

するため、健康寿命の延伸に向けた取組みや、在宅での介護に資する当町出身の

シニア世代のＵターンの促進、新たな情報通信技術を活用した生活情報の提供な

どの政策推進に取り組みます。 
  

５ 将来展望人口の推計 

  
我が国が平成20年(2008年)をピークに人口減少社会へ突入している現状のなか、当町

も令和27年(2045年)には、社人研推計では4,493人まで人口減少が進むと予想されてい

ます。 

このような状況が続けば、公共サービスの質・量の低下、バランスの悪い人口構造に

よる将来的な地域コミュニティの停滞、医療費・社会保障分野における生産年齢世代の

負担増など、様々な問題が懸念されます。 

宅地や工業団地を増やせない土地利用上の法律的な問題、北海道経済の状況、自然災

害、増加する死亡者数などから、当面は積極的な施策を展開しても、自然減少を超える

だけの社会増加の実現は、極めて困難であるといえます。 

しかしながら、当町は過去において、道内の他の市町村が人口減少に苦しむなか、移

住・定住対策の展開で人口維持を実現した実績があり、効果的な政策・施策の展開によ

り、現状に歯止めをかける潜在能力を有していると考えます。 

現在、当町に約7,700人が生活している現実は、無策の7,700人ではなく、国の対策に

先んじて実施した「人口確保対策」「企業誘致」「地域活性化事業」などの積極的な投資

の結果により維持された人口であることを認識し、これを未来に引き継いでいくため、

改めて戦略的な対策にチャレンジするものであります。 
 



24 

【将来人口を展望するための前提条件】 

 
 
これら前提条件等に加え、前ページの「将来人口を展望するための基本的考え方」

の記載に基づく政策・施策の実行分を加味し、次のとおり当町の将来展望人口を推計

します。 
 

 

 
＜推計期間＞ 

   令和２年(2020年)に実施される国勢調査の人口数と、平成27年(2015年)の国勢

調査で推計された人口数に乖離が予想されるため、当町の将来展望人口の推計

は、令和27年(2045年)までとします。 
 
 ＜基本ベース＞ 

社人研推計を基本ベースに当町の将来展望人口を推計します。 
 
 ＜算定方法＞ 

   平成27年(2015年)の国勢調査における男女・年齢別の人口を基準として、出

生・死亡・移動に関する将来の仮定値を当てはめ、将来人口を推計するコーホー

ト要因法を使用します。 
 
 ＜合計特殊出生率の仮定値＞ 

   国の人口ビジョンでは、合計特殊出生率を2020年に1.6人、2030年に1.8人と

し、最終的に2040年には人口置換水準（人口維持に必要な合計特殊出生率）とな

る2.07人を目標値としています。 

   当町は、基本的考え方で述べたとおり、将来を担う子どもの教育活動に必要な

人数の維持が目標であり、必要な出生者数を女性人口の減少を予測した上で逆算

した結果、国の目標値と合致するため、国の人口ビジョンに合わせた仮定値を使

用します。ただし、2020年における合計特殊出生率の数値は、過去３ヵ年の当町

実態数値を使用します。 
 

平成24年
（ 2 0 1 2 ）

：1.41（54人） 平成25年
（ 2 0 1 3 ）

：1.36（48人） 平成26年
（ 2 0 1 4 ）

：1.56（56人） 

平成27年
（ 2 0 1 5 ）

：1.46（50人） 平成28年
（ 2 0 1 6 ）

：1.23（41人） 平成29年
（ 2 0 1 7 ）

：1.38（46人） 

平成30年
（ 2 0 1 8 ）

：1.34（41人） 令和元年
（ 2 0 1 9 ）

：1.79（52人） 直近3か年  1.5033 

 

 
  

 

 

＊出生率の変動を抑制するため、合計特殊出生率から算定する子ども女性比・0-4歳 

性比による算定方法とする。 
 
 ＜将来生残率の仮定値＞ 

社人研の仮定値を使用します。 
 
 ＜将来純移動率の仮定値＞ 

   当町は、基本的考え方で述べたとおり、子育て世代の移住・定住に向けた施策

の推進、また、高齢者の転出抑制に繋がる健康寿命延の延伸などの施策を推進し

ていくことから、当該施策の対象となる世代の純移動率を均衡とします。 

   ただし、既に純移動率がプラス（転入の割合が高い）となっている場合は、社

人研の仮定値を使用します。 
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令和27年(2045年)の安平町将来展望人口 ４，８７２人  社人研推計：4,493人 (8.4%増) 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢別割合比較表】 

＜将来展望人口推計＞ 

 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 

0～14歳 10.9% 10.5% 9.9% 9.9% 10.2% 10.3% 10.6% 

15～64歳 54.5% 52.3% 51.4% 50.4% 48.7% 46.3% 45.0% 

65歳以上 34.6% 37.2% 38.7% 39.7% 41.1% 43.4% 44.4% 

        

75歳以上 17.8% 20.5% 24.3% 26.0% 26.6% 26.6 27.6% 

 

＜社人研人口推計＞ 

 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 

0～14歳 10.9% 10.4% 9.6% 9.1% 8.7% 8.4% 8.2% 

15～64歳 54.5% 52.5% 51.8% 51.1% 49.6% 46.9% 45.2% 

65歳以上 34.6% 37.1% 38.6% 39.8% 41.7% 44.7% 46.6% 
        

75歳以上 17.8% 20.2% 23.9% 25.6% 26.5% 26.9% 28.4% 
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Ⅱ デジタル田園都市国家構想総合戦略 
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（１）策定の背景 

 国では、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口減少に歯止めをかけるとともに、東京

圏への人口の過度な集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保しつつ、将来に

わたり活力ある日本社会を持続させるため、「まち・ひと・しごと創生法（以下、「創生

法」という。）」を平成26年（2014年）に施行し、「まち・ひと・しごと創生総合戦略（以

下、「総合戦略」という。）を策定しました。 

 本町においては、国が策定した総合戦略の基本的な考え方を基に、平成28年（2016年）

１月に「安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

 また、令和元年（2019年）12月に閣議決定された「第２期まち・ひと・しごと創生総合

戦略」や令和２年（2020年）３月に策定された北海道の「第２期 北海道創生総合戦略」

を勘案し、安平町の地方創生の充実と強化に向け、切れ目のない取組みを進めるため、令

和３年度（2021年度）からを計画期間とする「第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を策定、地方創生に向けた各種施策を展開してきました。 

その後、国では新型コロナウイルス感染症の拡大やデジタルの加速化など社会情勢が大

きく変化してきていることを背景に、新たに「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる

社会」を目指す「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、デジタルの力を活用しつつ、

地域の個性を活かしながら地方の社会課題解決や魅力向上の取組みを加速化・深化するこ

ととしており、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂した「デジタル田園

都市国家構想総合戦略」が令和４年（2022年）12月に閣議決定したところです。 

本町においても、これまでの地方創生に向けた取組みの成果や課題を踏まえた上で、安

平町の地方創生の充実と強化に向け、切れ目ない取組みを進めるため、「安平町デジタル

田園都市国家構想総合戦略」を策定するものとします。 
 
 
（２）国のデジタル田園都市国家構想総合戦略の概要 
 
【デジタル田園都市国家構想総合戦略の基本的考え方】 

▶ テレワークの普及や地方移住への関心の高まりなど、社会情勢がこれまでとは大きく変

化している中、今こそデジタルの力を活用して地方創生を加速化・深化し、「全国どこで

も誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す。 
 

▶ 東京圏への過度な一極集中の是正や多極化を図り、地方に住み働きながら、都会に匹敵

する情報やサービスを利用できるようにすることで、地方の社会課題を成長の原動力と

し、地方から全国へとボトムアップの成長につなげていく。 
 

▶ デジタル技術の活用は、その実証の段階から実装の段階に着実に移行しつつあり、デジ

タル実装に向けた各府省庁の施策の推進に加え、デジタル田園都市国家構想交付金の活

用等により、各地域の優良事例の横展開を加速化。 
 

▶ これまでの地方創生の取組も、全国で取り組まれてきた中で蓄積された成果や知見に基

づき、改善を加えながら推進していくことが重要 
 

６ 安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略の基本的考え方 
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【デジタル田園都市国家構想総合戦略の施策の方向】 

デ
ジ
タ
ル
の
力
を
活
用
し
た
地
方
の
社
会
課
題
解
決 

 
１ 地方に仕事をつくる 

 スタートアップ・エコシステムの確立、中小・中堅企業DX(キャッシュレス決

済、シェアリングエコノミー等)、スマート農林水産業・食品産業、観光DX、地

方大学を核としたイノベーション創出 等 

 

２ 人の流れをつくる 

 「転職なき移住」の推進、オンライン関係人口の創出・拡大、二地域居住等の推

進、地方大学・高校の魅力向上、女性や若者に選ばれる地域づくり 等 

 

３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 結婚・出産・子育ての支援、仕事と子育ての両立など子育てしやすい環境づく

り、こどもDX等のデジタル技術を活用した地域の様々な取組の推進 等 

 

４ 魅力的な地域をつくる 

 教育DX、医療・介護分野におけるDX、地域交通・インフラ・物流DX、まちづく

り、防災・減災、国土強靱化の強化等、地域コミュニティ機能の維持・強化 等 
 

 

 

 

 

 

 

デ
ジ
タ
ル
実
装
の
基
礎
条
件
整
備 

 
１ デジタル基盤の整備 

 デジタルインフラの整備、マイナンバーカードの普及促進・利活用拡大、デー

タ連携基盤の構築、エネルギーインフラのデジタル化 等 

 

２ デジタル人材の育成・確保 

 デジタル人材育成プラットフォームの構築、職業訓練のデジタル分野の重点

化、高等教育機関等におけるデジタル人材の育成、デジタル人材の地域への還

流促進、女性デジタル人材の育成・確保 等 

 

３ 誰一人取り残されないための取組 

 デジタル推進委員の展開、デジタル共生社会の実現、経済的事情等に基づくデ

ジタルデバイド1の是正、利用者視点でのサービスデザイン体制の確立 等 

 
 

                         
1 デジタルデバイド：インターネット等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間

にもたらされる格差のこと。 

地方のデジタル実装を下支え 
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（３）第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略の評価検証 

 令和３年度（2021年度）から令和７年度（2025年度）までを計画期間として進めてきた

「第２期安平町まち・ひと・しごと創生総合戦略」については、令和４年度末時点で、４

つの基本目標で設定した数値目標の全８項目のうち、５項目が達成・改善中となっていま

す。また、分野別の重要業績評価指標（ＫＰＩ）では、67項目中52項目が達成・改善中と

なっています。 

 このように、全体を通して達成・改善中の占める割合が高いこと、また、国が掲げる地

方創生関連の取組みを積極的に活用しており、計画どおりに総合戦略を進められてきたと

評価しています。 

 特に数値目標のうち「社会増減の均衡実現（転入者数－転出者数）」について、令和４

年度末時点の数値は△90人（H30～R4の５か年平均）と目標値の±0人を大きく下回ってい

ますが、直近の令和４年の単年で見た時に、＋18人と２０年ぶりに社会動態がプラスに転

じている状況です。自然動態（出生者数－死亡者数）はマイナスとなっており、かつ、令

和３～４年度は、新型コロナウイルス感染症の拡大や資材価格・原油価格高騰など、先行

き不透明な社会情勢下にありましたが、当該戦略に基づき、安平町立早来学園の建設やあ

びら教育プランの推進など子育て・教育環境の充実・魅力化を図ってきたほか、移住定住

施策、回遊・交流の促進など、安平町の将来に向けたまちづくりにとってプラスの要因と

なる特徴的な取組みの展開によるものと考えます。 

一方で、自然動態（出生者数－死亡者数）はマイナスが続いており、合計特殊出生率や

高齢化率などの個別の数値目標に目を向けると、人口構成比率の改善までには至っていな

い状況にあります。 

 次期戦略となる安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略の策定にあたっては、令和５

年３月に策定した第２次安平町総合計画後期基本計画を踏まえながら、国のデジタル田園

都市国家構想総合戦略の施策の方向にあるとおり、デジタルの力を活用した地方の社会課

題解決に向けた取組みを加速化・深化させるとともに、安平町の特色を活かしながら、さ

らなる人口減少対策・地方創生を推進していく必要があります。 
 
（４）安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略の策定にあたって 

  ①総合戦略の位置づけ 

   安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略は、まち・ひと・しごと創生法第10条に

定める「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」として策定するものであり、第２

次安平町総合計画の下位計画として位置付けるものです。 
 

[第２次安平町総合計画とデジタル田園都市国家構想総合戦略の関係] 

 

 

 

 

 

 

 

国の総合戦略 第２次安平町総合計画 

安平町デジタル田園都市国家構想総合戦略 

①人口ビジョン ②総合戦略 
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  ②計画期間 

   令和５年度（2023年度）から令和９年度（2027年度）までの５か年とします。 

 

  ③総合戦略終了時の人口 

   人口ビジョンにおける令和27年（2045年）の将来展望人口推計の達成を目指すもの

とし、令和９年（2027年）までの政策・施策の成果を見込み、計画終了時の人口を

6,780人とします。 

 

  ④基本姿勢 

  ・縦割りを打破し、全ての施策が人口減少対策につながることを共通認識します。 

  ・長期的かつ総合的な視点から有効な施策・事業を迅速に実施します。 

  ・人口減少に即して最も有効な対象に、投資と施策を集中します。 

  ・新たな費用は、既存事業の見直しを念頭に実施します。（スクラップ＆ビルド） 

  ・施策ごとに目標設定し、PDCAサイクル2による効果の検証、必要な見直しを行いま

す。 

  ・東胆振定住自立圏構想の枠組み等による広域的な視点をもって施策に取り組みます。 

 

  ⑤総合戦略の見直し 

PDCAサイクルを構築し、効果検証等について安平町未来創生委員会や議会などから

の意見のほか、国の動向などを踏まえ、随時必要な見直しを講じるものとします。 

                         

2 PDCAサイクル：計画（Plan）、実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）をサイクルとして表

したもので、事業を実施した結果を成果の視点で評価し、次の改善に結びつけようとする考え方。 
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７ 総合戦略における地域ビジョン及び基本目標の設定 

 

  
地域ビジョン（目指すべき理想像） 
 

地域資源の活用、潜在能力の発見及びデジタル技術の活用による 

「子育て世代に選ばれるまち」「生涯住み続けることができるまち」の実現をめざす 

 

  
 当町はこれまで、子育て世代の転入と出生率の向上、この両輪の施策が少子化に歯止

めをかけるために重要であることから、魅力的な子育て・教育環境の構築を掲げ各種取

組みを進めてきました。その結果として、ユニセフ日本型「子どもにやさしいまちづく

り事業」実践自治体として承認されたほか、先進的なこども園の取組みや小中一貫義務

教育学校である早来学園の開校、あびら教育プランの展開など安平町の特色ある子育

て・教育環境が定着・浸透しつつあります。 

 また、当町は道内で初めてオーガニックビレッジ宣言を表明し、安平町の特色でもあ

る有機農業の産地づくりを進めるほか、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく脱

炭素社会の実現やカーボンニュートラルの推進に向けて、ゼロカーボンシティ宣言の表

明を予定しているなど、時代のニーズに合った持続可能なまちづくりを展開し、先人が

我々に残してくれた今の安平町を未来に引き継ぎ、将来にわたって活力を維持し続けて

いく必要があります。 

大きく変わりゆく社会情勢下においては、デジタルの力を活用しながら、誰もが便利

で快適に暮らせる社会の実現が求められることから、デジタル技術を活用しながら出生

率の向上と子育て世代の転入促進を図るとともに、この町に住んでいるあらゆる世代の

町民が『このまちに住んでよかった』『これからも住み続けたい』と実感できるまちづ

くりを進めることが重要です。 

 
こうした観点から、 
 
   
 
 
 
 

 

という目標を設定し、国のデジタル田園都市国家構想総合戦略における新たな視点とし

て盛り込まれた「デジタルの力を活用した地方創生の加速化・深化」という考え方に基

づき、地域資源の活用と潜在能力の発見による効果的・効率的な施策の展開により人口

減少対策に取り組みます。 

 将来の地域力低下につながる少子化への対応 

 重点ターゲットである20代から30代の子育て世代が「住んでみたい」と思う

魅力の創出 

 あらゆる世代が「安全安心に住み続けたい」と思える都市機能の向上と経済

的負担の軽減 
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（１）基本目標の設定と数値目標 

➊子どもを産み育てる環境整備のために 

  自然豊かな当町で、安心して子どもを産み育てることができるよう、子育て教育環

境の充実・魅力化を図るとともに、ユニセフ日本型「子どもにやさしいまちづくり事

業」実践自治体として、子どもの意見や権利を尊重したまちづくりを展開していきま

す。また、移住・定住施策により必要な子どもの数を確保しながら、ふるさと教育・

学社融合事業をはじめ、安平町独自の教育手法「あびら教育プラン」など、当町が誇

る特色ある教育活動を深化させていきます。 
 
＜数値目標の設定＞ 

  子どもの数の減少が地域社会の活力の低下を招くことから、子育てサービスの充実や子育て世

代の移住定住に向けた施策を通じた地域内の子どもの数を維持・増加を数値目標とします。 

  ①合計特殊出生率の向上 

  ②子育て世代の転入による児童・生徒数の確保 
 
 
 
➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるまちづくりのために 

  医療・福祉・商業などの生活サービス機能の充実による全ての世代の転出抑制を図

るとともに、健康寿命の延伸に向けた取組みなどを通じて高齢者が意欲を持ち、その

能力を最大限に発揮できる持続可能な地域社会の形成を図ります。 
 
＜数値目標の設定＞ 

  移住定住された方が生涯現役として住み続けることができる社会の構築に向け、高齢者の転出

数の抑制と、高齢者になっても介護を必要とせず自活ができるよう、要支援・要介護状態への移

行を予防する取組みへの参加者の増を数値目標とします。 

  ①増加する高齢者の転出数の抑制 

  ②介護を必要とせず自活できるよう介護予防事業への参加者数の増 
 

➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために 

  企業誘致の促進や立地企業の増設等への支援、新規就農・商工業後継者対策、創

業・起業支援に力を入れるとともに、地域資源や地域特性を活かした新たな雇用創出

に向けて、基幹産業である農林業と商工業の連携による６次産業化を推進します。 

  また、道内で初めてオーガニックビレッジ宣言を行ったことにより、環境保全型の

有機農業や環境に配慮した農業を進め、外的環境の変化に強い経営に結び付けなが

ら、将来にわたり安心して農業を続けていく環境を目指します。 
 
＜数値目標の設定＞ 

  子育て世代の移住定住の促進には若い世代が安心し安定して働ける雇用形態を確保する必要が

あることから、地域内の起業・創業数を数値目標とするとともに、基幹産業である農業を守る観

点から新規就農者の増大を数値目標とします。 

  ①行政・商工会・金融機関の連携による起業・創業件数の増大 

  ②新規就農者の増大 
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➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 

  知名度を向上し、交流人口と移住・定住人口へ結びつけるシティプロモーションの

考えに基づき、地域のイメージを高める情報発信の強化、「道の駅」を拠点として町

内外の人々が観光資源を回遊・交流するための仕組みづくりなど、賑わい創出と交流

人口の拡大に向けた取組みにより、最終的に移住・定住先として子育て世代に選ばれ

るまちづくりを推進します。 
 
＜数値目標の設定＞ 

  「道の駅」を拠点施設とした「回遊・交流ステーション形成事業」による交流人口数の拡大

と、移住定住施策の展開による社会増減の均衡を数値目標とします。 

  ①交流拠点施設「道の駅」への来訪者数を見込んだ交流人口者数の増 

  ②子育て世代の移住定住促進と転出抑制による社会増減の均衡化 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分野 基 本 目 標 

数値目標 

項 目 現状値 
Ｒ９年 

目標値 

自然 

減少 

対策 

➊子どもを産み育てる環境整備のた

めに 

合計特殊出生率の向上 

 ＊現状値：R2-R4の3ヵ年平均 
1.27人 1.74人 

①小学校児童数、②中学校生徒

数の維持・向上 

①52人 

②65人 

現状維

持・増 

➋将来の不安を取り除き、いつまで

も安全・安心に住み続けられるま

ちづくりのために 

70 歳以上の転出高齢者の抑制 ▲17人 ±０人 

介護予防事業(１次予防)への参

加者数（参考値：足腰しゃんしゃん教室参加者数） 
1,459人 1,050人 

社会 

減少 

対策 

➌強みを活かした産業と雇用の場づ

くりのために 

認定新規就農者数（組） １組 累計５組 

新規起業・創業の件数 ４件 累計６件 

➍移住・定住を見据えた流動人口の

確保のために 

交流人口数（道の駅来訪者数を

含む観光入込客数） 
946千人 

1,025千

人 

社会増減の均衡実現 

（転入者数－転出者数） 

▲90人 

(H30-R4平均) 
±０人 
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（２）講ずべき重点施策分野と方向性 

４つの基本目標の達成に向けた講ずべき施策については、その領域が複雑に関連し合

うことから、当町が講ずべき重点施策分野を整理し、個別施策を展開していきます。 

基本目標 達成に向けた講ずべき施策 
重点施策分野 

キーワード 

➊子どもを産み育てる環境整備のた

めに 

○子どもを産み育てる環境整備と教育環境

の充実 

子育て 
教育 

➋将来の不安を取り除き、いつまで

も安全・安心に住み続けられるま

ちづくりのために 

○全ての世代が住みやすい、暮らしやすい

まちづくりを実現するためのハード・ソ

フト事業の充実 

くらし 

➌強みを活かした産業と雇用の場づ

くりのために 

○交流人口の拡大施策と絡めた新たな雇用

の創出とともに、農業や商工業の後継者

対策の充実 

雇用 
回遊・交流 

➍移住・定住を見据えた流動人口の

確保のために 

○上記➊から➌までの「まち」「ひと」「し

ごと」に関する諸施策の横串展開による

相乗効果により最終的な移住・定住の増

加を図る。 

雇用 
子育て 
教育 
くらし 

回遊・交流 

 
上記➊から➍までの基本目標を実現するための施策のＰＲが極めて重要 情報発信 

 
 
 
 

重点施策分野 方 向 性 

① 雇   用 強みを活かした産業と雇用の場の創出 

② 子 育 て 働きながら子育てできる環境の創出 

③ 教   育 ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育 

④ く ら し すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり 

⑤ 回遊・交流 地域の観光資源を活用した回遊・交流の仕組みづくり 

⑥ 情 報 発 信 的確な情報提供による町のイメージアップ 
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① 雇 用 【強みを活かした産業と雇用の場の創出】 
 

関連基本目標 
➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
   

移住・定住促進と併せて新たな雇用を確保することは極めて重要ですが、長年低迷する北海

道経済、自己水源の恒常的不足、さらには新型コロナウイルス感染症の拡大や原油高・資材高

騰による経済への打撃など産業振興において逆風とも言える状況にある反面、隣接する千歳市

に大規模半導体工場が建設されるなど、関連産業の立地やそれに伴う雇用環境が変化していく

可能性も秘めています。 

しかしながら、当町が目指す地域内の雇用の創出は、既存企業の雇用増加が期待できる増

設・設備投資への支援や、廃業後の民間施設などを活用した創業・起業支援、地域物産販売の

拠点である「道の駅」を核とした地域ブランド商品開発、農商工連携による６次産業化など、

地域資源を活用した相乗効果を期待する取組みを継続していく必要があります。 

また、農業者や商工業者の高齢化と後継者不足が深刻な状況にあることから、新規就農対策

と後継者対策については、国の支援メニューを絡めた対策が必要です。 

更には、卒業を契機に道外へ転出・就職し「ふるさとに戻りたい」と考えるＵターン希望者

を採用する企業等への支援など、町内立地企業や町内事業者と連携した対応の拡充なども検討

していく必要があります。 

 

（１）企業誘致の促進と町内企業への継続的支援 

  ・ 道内外の企業に対して当町の地理的優位性等をアピールしながら、従来手法の見

直しとターゲットを絞った戦略的な企業誘致に取り組むとともに、地方創生による

新たな資金の流れを生み出すための地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）の活

用により、官民のパートナーシップを築きながら、当町が進める地方創生の取組み

を展開していきます。 
 
・ 情報通信技術の発達により、都会と地方のビジネス面でのハンディキャップが解

消されつつあることや、新型コロナウイルス感染症の拡大により進んだ首都圏など

都市部から地方への人口分散・事業所分散の動きやデジタル化の加速化などの状況

を踏まえ、地方移転が可能なＩＴ事業者をはじめとした情報通信技術を活かした分

野や業種などのサテライトオフィス3誘致に取り組みます。また、町内での起業の

滞留を促すためのコワーキングスペースやシェアオフィス4の整備について、民間

活用を含めた検討を行います。 

                         
3 サテライトオフィス：事業本社や、官公庁・団体の本庁舎・本部から離れた所に設置されたオ

フィスのこと。 
4 コワーキングスペースやシェアオフィス：事務スペース、会議室、打合せスペースなどを複数

の企業や個人など様々な人が共有して使いながら、それぞれが独立した仕事を行う形態に対応し

た空間や場所のこと。 

８ 具体的な施策と客観的な指標 
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・ 町内立地企業の増設投資、設備更新等に対する支援や、地域企業等で構成してい

る安平町誘致企業会の各種活動への協力など、立地企業の持続的な経営を支援して

いきます。 

・ 安平町の地理的優位性や地域のポテンシャルなどに魅力を感じ、震災以降、地域

活性化に係る相談や提案を多く受けていることから、企業誘致という考え方に捕ら

われず、地域の課題解決や町民の暮らし向上につながるよう、官民連携による地域

活性化の取組みや民間企業のノウハウ活用によるまちづくりの展開を行います。 

 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇道内外企業への企業誘致ＰＲ事業 

〇企業の滞留を促すためのコワーキングスペースやシェアオフィスの整備 

〇サテライトオフィス誘致事業 

〇企業立地促進条例に基づく支援 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○新たな立地企業件数 
０件 

（令和４年度） 
累計 １件 

 

 

（２）地域資源を活用した地域ブランド化支援と新たな産業創出 

 
・ ふるさと納税制度における返礼品活用や来訪客の多い道の駅での販売に対応する

ため、地域特産品の開発に向けた支援を継続していくとともに、開発した商品の認

知度向上・ブランド化を目指し、様々なイベントや物産展へ出展するなど対外的な

ＰＲや宣伝などを展開していきます。また、有機野菜をはじめ多種多様な農業によ

る農畜産物の加工など付加価値向上に向けた農商工連携による６次産業化、地域ブ

ランド化など、新たな地場産業創出への支援に取り組みます。 
 

具体的な施策例 

〇商品開発支援事業 

〇ふるさと納税制度における返礼品としての地域特産品活用による地域産業

の創出・確保 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○農商工連携による６次産業化関連

企業・団体数 

０件 

（令和４年度） 
累計 ２件 

〇地域資源を活用した特産品の商品

化件数 

６件 

（令和４年度） 
累計 15件 
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（３）新規就農者対策 

  ・ 後継者不足などにより農業者数が減少していく中、就農に対して意欲のある方を

受け入れていくことは、農業の担い手確保だけではなく定住対策としても必要不可

欠な取組みであることから、地域や民間団体と連携した安平町独自の総合的な支援

による新規就農者対策を継続して取り組むとともに、既存農家の後継者やＵターン

後継者への支援強化を検討していきます。 
 
・ 引き続き、アサヒメロンなどのブランド継承対策や有機農業の受入れ体制の強化

を図りながら、さらなる新規就農者の確保と育成、そして定住に向けて取組みを推

進していきます。 
 
・ 特にオーガニックビレッジ宣言をはじめとした有機農業を特色の一つとする当町

においては、北海道及び安平町における有機農業の普及促進を図るため、北海道や

有機農業者等と連携して、さらなる受入れの拡大を目指していきます。 
 
・ 地域の農地や雇用等の受け皿機能のほか、地域コミュニティ維持の役割も期待さ

れる農業経営の法人化を推進していきます。 
 

具体的な施策例 

〇新規就農対策事業、農業次世代人材投資事業 

〇既存農家の後継者やＵターン後継者への支援強化の検討 

〇オーガニックビレッジ宣言に基づく主要農産物のブランド継承者や有機農

業の新規就農者の確保・育成 

〇農地集積と集約化による農業経営の規模拡大・新規参入促進の取組み 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇認定新規就農者数（組） 
１組 

（令和４年度） 
累計 ５組 

〇農業法人数 
０経営体 

（令和４年度） 
累計５経営体の法人化 

 

 

（４）起業・創業の促進 

・ 安平町創業等支援事業計画に基づき、相談窓口の設置、創業セミナー等の開催、

初期投資軽減策に取り組むとともに、後継者不在の個店等を対象とした事業継承者

確保対策をはじめ、地域おこし協力隊制度を活用した町外の起業創業希望者のマッ

チングによる「起業・創業と移住」を連動させた取組みについて、地域活力の向上

につながるようプログラムの展開を図っていきます。 

・ チャレンジショップについては、利用年限が限られていることから、利用者の町

内での起業創業に向けた定着に関してサポートを行っていくとともに、新たな利用

者の確保など町内での起業創業が循環する流れを創出していきます。 
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具体的な施策例 

〇創業等支援事業計画に基づく起業・創業支援（初期投資軽減・起業・創業

セミナー等）の展開 

〇起業・創業と移住を連動させた起業家育成プログラムの展開と認知度拡大 

〇地域おこし協力隊制度を活用した起業希望者や商業事業後継者の確保 

〇チャレンジショップ制度の運用 

〇定住促進条例に基づく新規商工業後継者奨励事業 
   
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○新規起業・創業の件数（親族以外の

事業継承を含む） 

４件 

（令和４年度） 
累計 ６件 

 

 

（５）町内企業等への支援による若者雇用、Ｕ・Ｉ・Ｊターンの促進 

・ 新規採用や就職等で町外から町内企業に就業する若者と雇用企業の双方に対する

連動施策の創設により、若者の就労支援と地域定着を図ります。 
 
・ 北海道ＵＩＪターン新規就業支援事業に参画し、首都圏在住者が安平町へ移住す

る際の就業支援策として、北海道が運営するマッチングサイト掲載の登録企業への

就業やテレワーク移住などにより町内への移住を促進するとともに、人材不足が続

く町内立地企業の支援として求人情報の発信による人材確保対策を展開していきま

す。 
 

具体的な施策例 

〇若者雇用促進助成事業 

〇介護職をはじめ専門職の資格取得を目指し進学する生徒に特化した人材育

成とＵターン施策を連動させた取組みの推進 

〇ＵＩＪターン新規就業支援事業及び求人情報発信支援策 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○町外に居住する町内企業従業員の

移住・定住数 

０人 

（令和４年度） 
累計 10人 
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② 子育て 【働きながら子育てできる環境の創出】 
 

関連基本目標 
➊子どもを産み育てる環境整備のために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
  

これまでに、認定こども園・子育て支援センター・児童館・放課後児童クラブなどを集約し

た「児童福祉複合施設」を町内２か所に整備してきたほか、高校生までの医療費無料化や特定

不妊治療の助成などにより、幅広く子どもを産み育てる環境を整備してきました。 

この「児童福祉複合施設」を基盤として、安心して子どもを産み、育てられるための子育て

支援サービスの充実を図り、子育て世代が安平町を選び、産んで、育てて良かったと思われる

町を目指しています。 

また、当町は、公益財団法人日本ユニセフ協会から、「子どもにやさしいまちづくり事業

（ＣＦＣＩ）」の実践自治体として、正式に承認を受けるなど子どもの社会参画を積極的に進

めており、まちづくり基本条例に定める「子どもが健やかに育つ環境の整備」という理念に基

づき、子どもにやさしいまちづくりを念頭に置いた子ども参画を推進していくこととしていま

す。しかしながら、当町の出生者数は年々減少している傾向にあり、少子化に歯止めがかかっ

ていない状況です。 

こうした状況を踏まえて、安平町の子育て環境や支援策の情報、教育環境の魅力を子育て世

代にしっかりと発信し、ＰＲすることが重要だと考えています。 

子育て支援サービスは、多くの行政部門が関連して実施していくべき重要項目であり、縦割

りの排除による一体的な施策の展開が求められています。 

 

（１）地域で子どもを産み育てられる環境づくり 

・ 町内２か所に整備した「児童福祉複合施設」を核として実施している子育て支援

サービスの充実を図りながら、安心して産み、育てられるための環境づくりに取り

組むとともに、この環境の情報発信に取り組みながら、子育て世代の確保と誘引に

つなげていきます。 
 
・ 公益財団法人日本ユニセフ協会から承認を受けている「子どもにやさしいまちづ

くり事業（ＣＦＣＩ）」実践自治体として、『子どもの社会参画とは、子どもが意見

できること』という認識に立ち、子どもが意見できる機会を積極的に創出した取組

みを展開しており、今後もこの考えを意識しながら、子どもの社会参画を保障する

活動機会のさらなる充実を図ります。 
 
・ 安平町まちづくり基本条例に定める「子どもが健やかに育つ環境の整備」という

理念や、第２期安平町子ども・子育て支援事業計画の基本理念である「子どもにや

さしいまちづくり」を踏まえて、「（仮称）子ども教育環境条例」の制定に向けて

進めていきます。 
 
・ 地域団体や地域住民、地域おこし協力隊などが連携し主体となって取組みを行っ

ている、子どもの自主性と創造性を促す遊びながら学ぶプレーパーク（冒険あそび

場）や遊育推進事業については、子育て世代の関心を高めるコンテンツの一つであ

ることから、子育て教育の特色としてその魅力について町内外への情報発信を強化

していきます。 
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・ 地域における子育て世代の安心感を醸成するため、母子保健の専門性・子育て支

援機能・児童虐待や療育事業など、一体的な相談体制の構築として「子育て世代包

括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」の連携強化を図ります。また、国

が努力義務として求めている二つの支援機関の統合による「こども家庭センター」

の設置について、関係機関と協議検討を進めていきます。 
 
・ 男性の育児休暇を取得しやすい環境づくりや働き方改革の一環として、町行政が

率先して育児休暇取得の推奨・実践をすることで、町内企業や事業所への意識醸成

や普及に取り組みながら、町内での子育て環境の充実を図っていきます。 
 

具体的な施策例 

〇児童福祉複合施設を基盤とした安心して産み育てられる環境づくりと情報

発信 

〇「（仮称）子ども教育環境条例」の制定 

〇「子どもにやさしいまちづくり事業（ＣＦＣＩ）」実践自治体として、子

どもの社会参画を保障する活動機会の充実 

〇遊びを通じた子育ての推進 

〇住民主体の活動団体によるプレーパーク整備への支援 

〇「子育て世代包括支援センター」と「子ども家庭総合支援拠点」の連携強

化及び「こども家庭センター」の設置検討 

〇子育て世代を対象としたライフプランセミナー等の開催 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇年間の出生者数 
27人 

（令和４年度） 
38人 

〇子育てへの不安、負担を感じる保

護者の割合(ニーズ調査) 

63.7％ 

（令和４年度） 
50.0％ 

〇子育て世帯の転入数 
14世帯46人 

（令和４年度） 

累計30世帯80人 

（6世帯16人/年） 

 

 

（２）就学前教育 

・ 質の高い特色ある保育・教育サービスの提供と利用者ニーズへの迅速な対応を目

指した魅力ある民間運営により、子育て世代の確保と誘引につなげていくため、民

間法人と連携しながら、認定こども園を核とした特色ある就学前教育のさらなる充

実を目指します。また、子どもたちが安心安全かつ快適に過ごせる環境を確保する

ため、計画的に必要となる改修整備を行います。 
 

  ・ 質の高い幼児期の教育を確実に小学校以降の義務教育へとつなげていくよう公私

連携による教育内容の幼小連携接続を進めていきます。 
 
・ 安心して子どもを産み育てられる環境づくりを進めるため、医療機関や認定こど

も園との連携協力、体制構築などの協議を行いながら、かねてより要望のある病児

病後児保育の環境整備に関して検討していきます。 
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・ 保育教諭など有資格者の確保策に取り組んでいますが、多様な保育サービス及び

質の高い教育サービスを提供していくためにも、民間法人と連携したさらなる保育

教諭の確保を進めていくとともに、国が処遇改善を行う保育士等と均衡を図るため、

一時預かり保育及び地域子育て支援拠点事業に係る職員について独自の処遇改善を

行っていきます。 
 

具体的な施策例 

○公私連携による幼小が接続したカリキュラム連携 

○0歳児からの受入れ、給食、一時預かり保育、休日保育サービス等の継続実施 

○保育教諭確保事業の推進 

〇病児病後児保育の環境整備の検討 

〇子ども・子育て支援事業常勤職員の処遇改善事業 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇認定こども園の待機児童数 
０人 

（令和４年度） 
０人 

〇認定こども園と連携した有資格者

の確保数（保育教諭） 

０人 

（令和４年度） 
累計 ５人 

 

 

（３）妊娠期・乳幼児期における母子保健事業の充実 

  ・ 子育て世代が安全・安心に出産し、ゆとりをもって健やかに子どもを育てるため、

妊娠期における妊婦の健康相談や問題の早期発見、出産後の保健師による訪問活動、

乳幼児期における乳幼児健診を充実させながら、乳幼児の健康の確保に向けたきめ

細やかな体制により、子どもが健やかに育つ環境の整備に取り組みます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇保健師による新生児・乳幼児訪問 

○乳幼児健診事業 

○パパママ教室 

○デジタル機器を活用したリモートでの健康相談（再掲） 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○乳幼児健康診査受診率 
97.7％ 

（令和４年度） 
95％以上 

 

 

（４）小児医療体制の充実 

・ 町内医療体制の見直しにより、入院病床や休日夜間の医療提供体制が確保できて

いない状況にありますが、安心して暮らすことができるよう、入院病床や休日夜間

医療提供体制の確保について、引き続き、関係医療機関と協議検討を行っていきま

す。 
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具体的な施策例 

〇町内医療機関の確保（休日夜間体制、専門医・看護師確保） 

〇東胆振定住自立圏の連携事業による広域医療体制の確保 
 

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇町内医療機関の確保 

・診療所   ２箇所 

・歯科診療所 ４箇所 

（令和４年度） 

現行数の維持 

〇第２次医療圏との休日・夜間救急

診療体制を含めた診療体制の確保 

１箇所 

（令和４年度） 
１箇所 

 

（５）結婚・出産・子育ての経済負担軽減策の拡充 

・ 高校生までを独自拡充対象としている初診料負担を含めた医療費無償化について

は、所得制限の見直しによる対象者の拡充を行っていくとともに、保育料等の軽減

を継続しながら、子育て世代の経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境

の整備を図ります。 
 

具体的な施策例 

〇子ども医療費無償化の独自拡充の継続、所得制限の見直しによる対象者の

拡充 

〇保育料の軽減措置の継続実施  

〇０歳～高校３年生までのインフルエンザ予防接種料の独自助成 

〇妊婦健診等に伴う町外医療機関への通院費支援 

〇特定不妊治療費用助成事業 
  

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○子育て費用負担の軽減を求める保

護者の割合軽減(ニーズ調査) 

34.4％ 

（令和元年度） 
30.0％ 
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③ 教 育 【ふるさとを愛し、可能性を引き出すための教育】 
 

関連基本目標 
➊子どもを産み育てる環境整備のために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
  

移住・定住を希望する子育て世代の方たちは、複数の候補地の中から最終的な選択をする上

で、我が子が楽しく伸び伸びと成長することができるのか、将来性や可能性を引き出してくれ

る教育体制にあるのか、教育施設は充実しているのか、高校・大学への進学時に経済面も含め

ハンディキャップを負わないかなど、長期的な教育環境を検討し、決定するものであることを

意識し、これに対応した施策の展開が求められており、近年は「遊び・学び・挑戦」を通じた

安平町の特色ある学びを実践しています。こうした、安平町の特性を生かした教育コンテンツ

の要素を学校教育現場にも溶け込ませ、ＣＦＣＩいわゆる日本ユニセフ協会と取り組む「子ど

もにやさしいまちづくり」の理念も踏まえた魅力ある教育の実践に取り組んでいます。 

また、安平町の未来へつながる復興のシンボルである早来学園が令和５年度に開校し、町内

外の子育て世代をはじめ多くの方々から高い関心が集まっていること、あびら教育プランの展

開など安平町の特色ある子育て・教育環境が定着・浸透しつつあります。 

安平町の特色ある学びの中で、郷土愛を幼少期にしっかりと育み、当町を一度離れて社会生

活を送った後、再び故郷へ帰り、都会での経験を活かして新しいまちづくりに貢献するという

循環を作り上げるため、地域全体が一丸となった「ふるさと教育」を推進し、将来のまちづく

りに必要な「ひとづくり」にしっかりと投資していく必要があります。 

 
（１）学校教育の充実 

・ 当町が進める子育て教育環境の魅力化により、若年層や子育て世代の関心を高め

ることで人口確保対策につなげていくという、安平町の未来に向けた復興のシンボ

ルとして早来地区義務教育学校「安平町立早来学園」が開校しているほか、町民団

体から要望を受けている「みんなの学校の丘」についても、学校や地域との協働な

ど様々な住民活動が期待されることから、官民連携による整備や取組みなどを行っ

ていきます。 
 

  ・ 小学校での英語必修化や、社会のグローバル化が進む中で、英語を活用できる児

童・生徒の育成を目指すため、幼少期から気軽に英語に触れる機会を作るとともに、

外国語指導助手（ＡＬＴ）の取組み強化により、英語力の強化と将来的にグローバ

ルに活躍できる人材を育てる取組みを進めます。 
 

・ 小学校でのプログラミング教育必修化に向け、プログラミング学習の支援・実践

や、電子黒板の常設化をはじめ、ＩＣＴ5機器やデジタル教材などを活用した情報

教育環境を町内小中学校へ整備していきます。 

また、児童・生徒に一人一台のタブレット端末を配備してきましたが、オンライ

ン授業や遠隔授業などのＧＩＧＡスクール構想6の発展的な展開を念頭においた取

り組みを検討していきます。 

                         
5 ICT：Information and Communication Technology（インフォメーション アンド コミュニケー

ション テクノロジー）一般的に「情報通信技術」と訳されている。 
6 GIGAスクール構想：文部科学省が発表した、子どもたち一人ひとりに対して個別最適化された

創造性を育む教育の実施や、情報通信の技術面を含めたICT環境の実現に向けた教育改革のこと。 
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具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

○小中一貫教育（義務教育学校）の推進 

○官民連携による「みんなの学校の丘」の整備や取組み 

○グローバル社会に対応した英語教育の充実 

○GIGAスクール構想の推進（プログラミング学習の支援・実践、ICT機器、

デジタル教材等の教育環境の整備） 

○教育ＤＸ7の推進（教員向けテレワークシステム導入、デジタル人材の確

保など） 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇追分地区義務教育学校の整備 
０校 

（令和４年度） 
累計 １校 

〇全国学力・学習状況調査 

・小学校 

3科目中0科目で全国平

均正答率以上 

・中学校 

3科目中3科目で全国平

均正答率以上 

（令和４年度） 

全国平均正答率以上 

 

（２）ふるさと教育・学社融合事業の推進 

・ 児童生徒のふるさとへの愛着と誇りを育む「ふるさと教育」については、家庭・

学校・地域など地域一丸となった連携体制が重要であることから、地域学校協同本

部を設置しながら進めていきます。 

また、児童生徒の学習活動がさらに充実するよう、「遊び・学び・挑戦」をキー

ワードとしている『あびら教育プラン』を総合学習などの教育課程に位置付けなが

ら、より新たな知見で専門的な学習機会を提供するなど、知的好奇心や探究心を高

められるような展開を図っていきます。 

・ デジタル社会に対応したデジタル教材の効果について調査・研究を進めながら、

ＩＣＴを効果的に活用した学習活動・体制整備を進めていきます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

○各学校授業への地域人材・活動の活用 

○ふるさと教育・学社融合事業（稲作学習・異世代交流・福祉教育・ボラン

ティア教育など） 

○デジタル社会に対応した学習機会の提供及び調査・研究 
  
 

                         
7 教育ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション）：学校がデジタル技術を活用して、カリキュ

ラムや学習のあり方を革新するとともに、教職員の業務や組織、プロセス、学校文化を革新し、

時代に対応した教育を確立すること。 
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【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○ふるさと教育・学社融合事業数 
41事業 

（令和４年度） 
現状維持 

 

（３）地域内教育振興対策（道立高等学校振興）の推進 

・ ふるさと教育により地域で育った子どもが、追分高等学校を卒業した後、町内企

業に雇用される理想的な循環構造を目指し、安平町誘致企業会・安平町商工会・追

分高等学校存続支援協議会をはじめとした町内連携による地域定着・人口流出の食

い止めに取り組みます。 
 
・ 地域内の高等学校の存在が子育て世代の移住・定住先の選択要因の一つとなるこ

とから、進学率や地域内外の就職率の高さをＰＲするとともに、他の小規模校との

差別化を図る取組みとして、大学生と連携したカタリバの取組みを発展させるなど

の取組みを検討しながら、存続支援協議会など地域一体となって、学校存続及び入

学希望者の確保に取り組みます。 
 

具体的な施策例 

○安平町誘致企業会と連携した町内雇用体制の確立、就職懇話会の開催 

〇追分高等学校存続支援協議会が行う各種事業への支援 

〇進学・就職率の高さのＰＲによる生徒確保、大学生と連携した活動の展開 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○追分高等学校からの進学・就職率 
１００％ 

（令和４年度） 
１００％ 

 

（４）あびらの学びの推進 

・ 児童生徒の学習活動がさらに充実するよう、「遊び・学び・挑戦」をキーワード

としている「あびら教育プラン」を総合学習などの教育課程に位置付けながら、よ

り新たな知見で専門的な学習機会を提供するなど、知的好奇心や探究心を高められ

るような展開を図っていきます。 
 

  ・ また、あびら教育プランを通じた特色ある教育環境の構築や「ABIRATalks」によ

るチャレンジャー育成・風土づくりを通じて、町内活動団体や町民自らが挑戦・

チャレンジする機会と町内外の人が共鳴する仕組みを構築しながら、持続可能なま

ちづくりにつなげていくとともに、若年層や子育て世代の関心を高めながら移住・

定住につなげていきます。 
 

具体的な施策例 

○「遊び」「学び」「挑戦」を通じた「あびら教育プラン」の推進 

〇夢の実現や地域課題に挑むチャレンジャー育成・風土づくり（あびら教育

プラン「ABIRATalks」） 
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【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○学校教育とあびら教育プランの 

連携 

連携実施 

準備開始 

（令和４年度） 

累計 150コマ 

 

 

（５）地域文化・スポーツ活動等の活性化 

  ・ 安平町出身の青年層や成人まで対象を拡充している青少年の文化・スポーツ活動

での全道・全国大会等へ参加する遠征費助成については、引き続き支援を行うとと

もに、町内にある各運動施設や生涯学習施設などを活用しながら活動を行っている

青少年の文化・スポーツ活動の活性化に向けた支援に取り組みます。 

また、少子化による団体の統合再編も生じている少年団活動や部活動については、

町内の各種スポーツ少年団が構成員となっている総合型地域スポーツクラブをはじ

め関係団体や部活動と連携しながら、さらには近隣自治体と連携をしながら、活動

環境の向上に向けて取り組みます。 
 

  ・ これまでに鉄道資料をデジタル化したコンテンツや、日本遺産「炭鉄港」の構成

文化財であるＳＬ車両、有志により車内公開を行っているキハ183車両については

貴重な資料や文化財であることから体験や学びの推進に必要な整備を行いながら、

鉄道資料館や道の駅を拠点として、魅力発信と知名度向上・交流人口拡大、そして、

鉄道文化の継承（むかし）石勝線や室蘭線の活性化（いま）につなげていきます。 
 

具体的な施策例 

○トップアスリート支援対策を含めた文化・スポーツ大会参加助成事業 

○町内活動団体と連携した少年団・部活動に係る活動環境の向上 

○ＳＬ車両や鉄道資料館を活用した知名度向上・交流人口拡大・鉄道文化の

継承と活性化 
   
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○スポーツセンター利用者数（屋内

スケートリンク・温水プールの利

用者数） 

31,140人 

（令和４年度） 
33,640人 

○少年文化・スポーツ団体、中学部

活動における全国大会出場件数 

９件 

（令和４年度） 
累計 50件 

〇鉄道の歴史に触れる機会数（鉄道

資料館の開館回数） 

17回 

（令和４年度） 
14回 
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（６）教育施設整備の促進 

  ・ 児童・生徒が一日の多くを過ごす学校教育施設については、子どもたちの安全・

快適な教育環境づくりを考慮しつつ、中長期的な維持管理に係るトータルコストの

縮減及び予算の平準化を図りながら、学校教育施設等の全般的な効率的維持保全の

実現を目指すとともに、時代の要請に対応する改修整備や教育備品等を計画的に整

備します。 
 
・ 老朽化と未耐震が課題となっている早来公民館（町民センター）については、災

害時の避難所・支援活動機能や運動場・合宿施設機能を兼ね備えた複合施設として、

町民の声をしっかりと聞きながら大規模改修を行っていきます。 

 
 

具体的な施策例 

○早来学園「みんなの学校の丘」の整備（再掲） 

○避難所や運動場等の機能を兼ね備えた早来公民館（町民センター）の施設

整備 

○学校教育施設・生涯学習施設の計画的な改修、維持補修 

○教育備品の整備 
   
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇追分地区義務教育学校の整備（再

掲） 

０校 

（令和４年度） 
累計 １校 

〇既存施設の集約による防災機能・

運動機能を備えた社会教育施設の

改築整備 

早来公民館（早来町民セン

ター）・研修センター・合宿

所施設    計３か所 

早来公民館（早来町民セン

ター）を改修し、防災機能・

運動機能を備えた社会教育施

設として１か所に集約 
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④ くらし【すべての世代の不安を取り除く良好な生活環境づくり】 
 

関連基本目標 

➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるま

ちづくりのために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
  

平成30年９月に発生した北海道胆振東部地震から５年が経過し、復興関連事業も残すところ

僅かとなりましたが、防災上必要なインフラ整備や防災意識の向上に向けたソフト面の充実な

ど、安平町で安心して暮らし続けることができる環境づくりを引き続き進めていく必要があり

ます。 

また、復興のシンボルとして整備した安平町立早来学園やこれまで進めてきた特色ある子育

て・教育環境に魅力を感じ、移住する方も増加傾向にありますが、さらに子育て世代に選ばれ

るまちへとステップアップしていくためには、快適な住環境の確保・整備は何よりも重要な視

点であることから、様々なニーズに対応した取組みが必要となります。 

さらには、70歳以上の高齢者の転出が増加する現状の中、移住･定住者が｢いつまでも住み慣

れた地域で元気に住み続けることができるまち｣の実現に向け、地域公共交通や行政情報提供

手段の確保、市街地商店街や地域コミュニティの活性化、地域支え合い･見守り活動への支援

などとともに、医療･福祉･介護に関する各種サービス等の充実に向けた取組みも必要となりま

す。 

コロナ禍を契機として進展しつつあるデジタル化新たな視点として、新型コロナウイルス感

染症の拡大により、首都圏などの都市部から地方への人口分散の動きがある状況にあることか

ら、安平町への移住や地域活性化につながる新たな取組み展開が必要となっているとともに、

女性・高齢者・しょうがい者・外国人など誰もが居場所と役割を持ち、活躍できる地域社会を

目指すことが移住定住につながっていくこととなります。 

 

（１）移住・定住施策の推進 

  ・ 分譲宅地の開発にあたっては、コンパクトなまちづくりを目指し、通学や買物、

病院などに近い場所を優先して選定するほか、需給のタイミングや規模を勘案して

戦略的に進めるものとし、町有地を中心とした小規模分譲宅地としての整備を行う

とともに、これより大規模な団地造成にあたっては民間活力との連携による手法を

検討していきます。 
 

  ・ 子育て世代や首都圏からの移住希望者などの多様な住居ニーズを踏まえ、空き家

活用と新規建設支援の両面から住宅・住まいの確保に向けた取り組みを進めるとと

もに、町有施設の解体跡地や市街地の民間空き地の活用により、公営住宅や民間ア

パートの入居者の住み替えと住宅建設を促進していきます。 
 

  ・ 近郊都市から町内企業へ通勤する子育て世代や若者を主なターゲットとして、各

部署との連携による各種支援策の創設や拡充、不動産情報の提供や今後増加が見込

まれる空き家（中古住宅）、震災に伴う公費解体後の空き地の活用など、職住近接

を意識した移住関連事業の積極的な強化に取り組みます。 
 

  ・ ICTを活用した学ぶ意欲と創造力を高める学習環境の創出や地域に開かれた学校

づくりを目指している早来学園をはじめ、様々な学びを挑戦に繋げる安平町独自の

先駆的な地方創生事業「あびら教育プラン」や高校生以下医療費無償化による負担
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軽減など、子育て教育環境に係るハード面・ソフト面のさらなる魅力化と環境整備

を図りながら、子育て世代だけではなく、これから結婚し親となる方々が「安平町

で子どもを育てたい」と思ってもらえる移住・定住策を進めていきます。 
 

  ・ 空港や港から至近にあるという立地条件や、丘陵が織り成す北海道らしい牧歌的

な風景等に魅力を感じ、道外や近隣等から当町へ移住を検討される方々が増えてい

ることから、先輩移住者による経験談やアドバイスを前面に出した情報発信をはじ

め、ワンストップ移住相談対応、移住体験ツアーやおためし暮らし事業による現地

体験、さらには移住者同士の交流など、移住検討者の不安を解消し、この町を移住

先に選んで良かったと思ってもらえる移住・定住促進策に取り組みます。 
 

  ・ 移住人口・定住人口拡大に向け、東胆振定住自立圏や周辺自治体との広域連携に

より、居住・就労・生活支援等の情報提供に取り組みます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇分譲宅地の販売促進に向けた取組み（特別分譲キャンペーンの実施） 

〇小規模分譲宅地整備と民間活力による団地造成の戦略的展開 

〇民間賃貸共同住宅建設等支援事業 

〇空家等対策支援制度の充実と効果的運用 

〇官民連携による移住相談窓口の体制整備 

〇定住促進事業（移住オンラインツアーなど）、若者雇用促進助成事業 

〇リモートワーク等の推進による都市部からの移住促進 

〇ＵＩＪターン新規就業支援事業における首都圏在住者の移住促進 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇子育て世帯の転入数（再掲） 
14世帯46人 

（令和４年度） 

累計30世帯80人 

（6世帯16人/年） 

〇町外に居住する町内企業従業員の

移住・定住数（再掲） 

０人 

（令和４年度） 
累計 10人 

〇町分譲宅地の販売率・販売区画数 
96.1%（423/440区画） 

（令和４年度） 
98.4％（433/440区画） 

〇新規住宅建設数 
18戸 

（令和４年度） 
累計 75戸 

〇空き家（中古物件等）の活用件数 
５件 

（令和４年度） 
累計 25件 

 

 

（２）生活インフラの整備・長寿命化の推進 

  ・ 震災を影響とした施設の劣化や老朽化の状況等を踏まえ、令和４年度に改訂した

「安平町公共施設等総合管理計画」に基づき、町の財政状況を勘案したうえで、中

長期的な視野で整備、更新、類似施設や老朽化が進んでいる施設を中心とした再

建・統廃合、長寿命化などの計画的な管理を進めていきます。 
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・ 災害時や地域コミュニティによる事業展開など、町民が必要な情報を取得でき行

政や住民間のネットワークに繋がることができるよう、Ｗｉ-Ｆｉ設備の設置基準

や公共施設等への設置普及の必要性などを段階的に導入しながら検証も行い、防災

施設やコミュニティ関連施設等へのＷｉ-Ｆｉ環境の整備を進めていきます。 
 
・ 施設運営や管理に係るシステム構築のほか、スマート水道検針8などの導入によ

り、作業効率化や人手不足の解消につながっていることから、デジタル技術を活用

した効率的な施設管理等を進めていきます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

○安平町公共施設等総合管理計画の推進 

○道路、橋梁、上下水道など生活インフラの計画的な整備・改修 

○施設運営・管理のデジタル化推進 

○IoT9を活用した業務効率化の推進（除排雪、水道検針等） 

○情報通信基盤の整備（公共施設等のWi-Fi整備） 

○ドローンを活用したスマート物流10の検討 
    
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇公共施設の延床面積 
14.5万㎡ 

（令和４年度） 

対R4年度比 

5％減 

〇町道舗装率 
63.3% 

（令和４年度） 
63.6％ 

〇橋梁長寿命化修繕率 
9.1% 

（令和４年度） 
25.0% 

〇水道普及率 
89.9% 

（令和４年度） 
89.9% 

〇下水道普及率・水洗化率 

・普及率  77.9% 

・水洗化率 90.0% 

（令和４年度） 

・普及率  78.3% 

・水洗化率 90.1% 

〇公共Wi-Fiの整備地区整備（再

掲） 

０地区 

（令和４年度） 
累計４地区 

 

                         
8 スマート水道検針：スマートメータの導入により、使用水量や漏水などの検針データを現地に訪

問せずに通信機能により把握することができるシステムのこと。 
9 ＩｏＴ（アイ・オー・ティー）：Internet of Thingsの略。様々な「モノ」がインターネットに

接続され、相互に情報交換をする仕組みのこと。 
10 スマート物流：物流事業者の人手不足等を解決するため、IT技術を利用して効率化された物流

のこと。 
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（３）超高齢社会に対応した医療・福祉・介護の充実 

  ・ 公的医療機関を持たない当町にとって民間医療機関の維持存続は、非常に重要で

あることから、良好な医療提供体制を確保するための各医療機関への支援をはじめ、

かかりつけ医や専門医、看護師等の不足などを解消する支援を行っていくとともに、

町内医療機関と連携しながら、地域医療の維持確保に取り組んでいきます。 
 
・ 町民が互いに助け、支え合いながら地域全体における福祉サービスを充実させて

いくため、引き続き生きがいポイントを通じたボランティアのやりがいや生きがい

を増幅させながら、相互扶助体制の構築に向け取り組んでいきます。 
 
・ 誰もが住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、地域包括ケア

システムの構築を推進し、地域コミュニティ活動を通じた介護予防事業への取組み

や介護給付サービスの充実を図るとともに、要介護状態の要因の一つである運動機

能低下を予防するために、温水プールでの水中運動やノルディックウォーキング、

足腰しゃんしゃん教室などの取組みを通して基礎体力づくりを進めるとともに、リ

ハビリテーションの積極的な利用により介護予防を推進していきます。 
 
・ これまで民間活力により進めてきた高齢社会に対応した介護サービスの基盤整備

については、町全体の施設サービスのバランスや地域ニーズなど、現状を的確に把

握しながら検討していきます。 
 
・ 介護職を対象に取組みを始めた専門職の資格取得を目指し進学する生徒の人材育

成とＵターン施策を連動させた奨学金制度については、積極的な活用を図ってもら

うため継続的な制度周知を行うとともに、不足する介護人材の確保に向けた介護人

材バンクの取組みを進めるほか、民間事業者が行う外国人介護職の受入れに対する

支援を行っていきます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

○地域医療提供体制維持費等補助事業（かかりつけ医・専門医確保事業、医

療機器等購入費助成、新規医療機関開設支援など） 

○医師等と患者（町民）との間での遠隔診療体制の導入検討 

○デジタル機器を活用したリモートでの健康相談（再掲） 

○地域内消費と連動させた生きがいポイント事業 

○介護予防事業や健康寿命延伸事業の実施 

○各種健康診査の受診率向上に向けた取組み 

○東胆振定住自立圏の連携事業による広域医療体制の確保（再掲） 

〇介護職の人材育成・確保・Ｕターン施策を連動させた奨学金制度の周知 

〇介護の仕事応援事業（介護人材バンク登録事業） 

〇外国人介護職の人材確保に対する助成事業 

〇介護人材の確保に関する栗山町との自治体包括連携協定による取組み 

〇人感センサーを利用した高齢者緊急通報システムによる見守り体制の検討 

〇デジタル機器を活用した見守り活動と情報発信の構築検討 
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【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇町内医療機関の確保（再掲） 

・診療所   ２箇所 

・歯科診療所 ４箇所 

（令和４年度） 

現行数の維持 

〇地域見守りネットワークの構成団

体数 

67団体 

（令和４年度） 
75団体 

〇特定健康診査受診率 
39.0％ 

（令和４年度） 
60％ 

〇介護予防事業（１次予防）への参

加者数（参考値：足腰しゃんしゃん

教室参加者数） 

1,459人 

（令和４年度） 
1,050人 

〇特別養護老人ホーム待機者数 
３人 

（令和４年度） 
現状維持・減 

 
（４）商業の振興 

 ・ 年間約50万人という道の駅来訪者をはじめ、回遊・交流ステーション形成事業

や、グリーンツーリズム事業、スポーツ交流の推進など、交流人口や関係人口拡

大の取組みにより、町内来訪者を増大・回遊させ、町内へ回遊させるための仕掛

けづくりを検討しながら、町内商店街や地域経済への波及効果、さらには賑わい

づくりへつなげていきます。 
 
・ 町内経済循環と各店舗へのお客様誘導、町外への購買力流出抑止などの観点から、

安平町商工会が運用を開始した商店街ポイントシステムについては、加盟店と加入

者の双方を増やす取組みを進めるとともに、利用促進を図るための活用方策を積極

的に展開しながら、地域商業の活性化につなげていきます。 
 
・ 商店事業主の高齢化や後継者不足、売上げの減少による閉店廃業などの課題を見

据えて、安平町創業等支援事業計画により、後継者・事業継承の意向調査や民間活

用によるマッチングプログラム、地域おこし協力隊を活用した事業継承者確保対策

など、「巣立ち支援ネットワーク」を中心に、官民一体となって取組みを推進しま

す。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

○回遊・交流ステーション形成事業との連動による商業活性化に向けた取組み 

〇サテライトオフィス誘致事業、チャレンジショップ制度の運用 

〇商工会等による商店街ポイントシステムの加盟店・加入者を増やす取組

み、利用促進 

〇ビジネスモデルの提案による起業・創業に向けた独自サポートの取組み

（再掲） 

〇地域おこし協力隊制度を活用した起業希望者や商業事業後継者の確保（再

掲） 

○商業後継者確保に向けた継業バンク・オンライン問合せの取組み 

○プレミアム付き商品券事業、商店街ポイントシステムとの連携共有による

利便性向上 
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【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○商店数 
65戸 

（令和４年度） 
71戸 

○年間商品販売額 
約62.7億円 

（令和３年度） 
66.5億円 

○新規起業・創業の件数（親族以外の

事業継承を含む） （再掲） 

４件 

（令和４年度） 
累計 ６件 

 

 
（５）地域公共交通の利便性・効率性の向上 

  ・ 安平町地域公共交通計画に基づき、鉄道・路線バス・デマンドバス・ハイヤーの

利用促進を含めた町全体の地域公共交通サービスの最適化を推進し、子どもや高齢

者に必要となる町民の足の確保とともに、回遊交流を意識した来訪者利用などの観

点を踏まえて、便利で利用される持続可能な公共交通の実現を図ります。 
 
・ 「ＪＲ単独では維持困難な線区」と位置づけられた室蘭線は、通学をはじめ通院

や通勤などにおいて町民が利用し、住民生活に重要な役割を果たしています。室蘭

線の廃線は、利用者の利便性を損なうだけでなく、鉄道の歴史とともに歩み、鉄路

を幹線として形成されたこの町の発展に重大な影響を及ぼすことから、鉄道で通学

する追分高校生徒に対する通学費助成や町内団体を対象とする鉄道等利用促進活動

費助成など安平町としての対策を講じるとともに、今後も北海道や道内沿線自治体

などと連携しながら、鉄道路線の維持存続を最優先として適切に対応していきます。 
 
・ 将来的な近未来型無人走行運転社会を見据え、民間事業者との連携協定を締結し

たMONET事業を展開していきます。 

    また、「MONETバス予約（スマホ予約アプリ）」の機能を最大限に広げることによ

る新たなデマンド交通の仕組みの検討やハイヤー事業における新制度「相乗りタク

シー（乗車距離に応じて運賃を按分）」の導入検討など、早来地区のハイヤー空白

状態の解消に向けた取組みを進めます。 
 
・ バス交通については、北海道胆振地域公共交通活性化協議会による「胆振地域公

共交通計画」の策定及び計画の推進を図り地域間幹線バスを維持存続するとともに、

東胆振定住自立圏の連携事業として、構成町の交通機関と苫小牧市内のバス路線の

乗り継ぎ改善など、各種輸送機関の相互連携による圏域全体の地域公共交通の確保

に努めます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇地域公共交通対策事業（地域公共交通サービスの最適化、共通回数券の発

行による公共交通の活性化など） 

〇デマンドバス運行事業、循環バス運行事業 

〇JR室蘭線の利用促進等事業 
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〇MONETサービスの活用 

○バスロケーション機能11等の導入検討 

○あびら版MaaS12（マルチタスク車両等の導入）の調査・研究 
 
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○デマンドバス・循環バス年間利用

者数 

9,504人 

（令和４年度） 
8,200人 

○町内ＪＲ駅における１日あたり乗

降客数 

617人 

（令和４年度） 
475人 

 

 

（６）再生可能エネルギーの利活用に向けた研究 

・ 長い日照時間と少雪など恵まれた気象条件により、近年、町内には再生可能エネ

ルギー産業分野における事業進出や事業展開が行われていることから、このチャン

スを企業活動だけに留めず、エネルギーの地産地消に向けた研究や、町民等に対す

る情報提供・普及促進を図っていきます。 
 
・ 地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく脱炭素社会の実現やカーボンニュー

トラル13の推進に向けて、地球温暖化対策実行計画及び再生可能エネルギー導入目

標を策定し、2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシ

ティ宣言」の表明を行うとともに、地域におけるエネルギーの安定供給、温室効果

ガス排出削減、地域のエネルギー資源の活用や次世代エネルギー技術の有効活用な

ど、自然と人が共存できる循環型社会を目指すための調査・研究を進めます。 
 

具体的な施策例 

〇2050年までに二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ宣

言」の表明 

〇エネルギーの地産地消など次世代のエネルギー活用の在り方の調査・研究 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○再生可能エネルギーの活用事業数 
１件 

（令和４年度） 
累計 ２件 

 

                         
11 バスロケーション機能：車両の位置情報を利用客にスマートフォンやパソコンを通じてバス運

行状況の情報を提供する機能 
12 MaaS（マース：Mobility as a Service）：自動運転やAIなどのほか、交通以外のサービス等と

の連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決に資するサービスこと。 
13 カーボンニュートラル：二酸化炭素など温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、その排出

量を「実質ゼロ」に抑えるという概念のこと。 
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（７）地域コミュニティ活性化の推進 

・ 地域の身近な生活課題の解決や地域と住民をつなぐ重要な役割を担う自治会・町

内会等の維持は欠かせないものであり、超高齢社会に対応していくためにも、自治

会・町内会等の活動を見える化し発信しながら加入や理解促進に向けた取組みを進

めるとともに、地域の意向を把握しながら地域サポート制度の継続実施を行ってい

きます。 
 
・ 地域コミュニティの維持存続や再生に向けて、地域課題の共有と解決に向けた取

組みを展開する地区別計画（協働実行プラン）について、安平地区に続いて遠浅地

区においても策定を進めていきます。なお、地区別計画（協働実行プラン）の策定

にあたっては、町民とともに計画づくりから計画策定後の実践に至るまでのサポー

トやコーディネートなど、協働体制を構築しながら進めていきます。 
 
・ 安平町まちづくり基本条例の理念に基づき、地域コミュニティ団体や地域活動団

体等が行う公益的な活動を支援するための事業の費用に充てるため設置している

「安平町まちづくりファンド」を財源とした「まちづくり事業支援交付金」制度に

ついては、制度趣旨に則り実効性を高めるための見直しを適時行いながら、自主的

な自治活動等への支援とまちづくりへの積極的な参加を促進していきます。 
 
・ まちづくりを推進していく原動力は「人」です。しかし、人口減少と少子高齢化

に伴う地域経済や産業の縮小等により、当町ではあらゆる分野でマンパワーが不足

しています。そのため、様々な地域課題の解決に向けて、地域おこし協力隊やその

インターン制度、集落支援員の積極的な活用を図りながら、町内外の多様な人材を

導入し地域力の維持と底上げに向けた取組みを展開していきます。 

また、国が進める地方創生の観点と、重点的かつ横断的なまちづくりを展開する

ためには、自治体と民間企業等との双方の強みやリソース（資源・資産）を持ち寄

ることが重要であることから、民間企業等との包括連携協定や民間企業等のノウハ

ウをまちづくりに活かす地域活性化起業人や地方創生アドバイザー、重要プロジェ

クトをマネジメントできる高度人材を導入する地域プロジェクトマネージャーの活

用を図っていきます。 
 
・ 今回の震災を契機に設立された（一社）安平町復興ボランティアセンターを後継

する（一社）ENTRANCEをはじめ、地域コミュニティや地域の活性化を目指して複数

の地域活動団体が設立している状況にあることから、これら団体と連携しながら、

地域コミュニティの維持・再生、さらには賑わい創出や地域活性化を図るとともに、

これらの活動を通じて「新しい公共」の担い手となるまちづくり会社や、その体制

を支える中間支援組織など、将来のまちづくりを支える仕組みづくりに向けた検討

を進めます。 
 

具体的な施策例 

〇地域サポート制度の取組み推進 

〇地域課題の解決に向けた地区別計画（協働実行プラン）の策定と実践 

〇町民の自主的なまちづくり事業への支援（まちづくり事業支援交付金） 

〇夢の実現や地域課題に挑むチャレンジャー育成・風土づくり（あびら教育

プラン「ABIRATalks」） 
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〇地域おこし協力隊及び地域おこし協力隊インターン、集落支援員、地域活

性化起業人及び地方創生アドバイザー、地域プロジェクトマネージャーの

活用 

〇民間団体による中間支援組織、まちづくり会社など、将来のまちづくりを

支える仕組みづくりに向けた検討 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇自治会・町内会等加入率 
80.0％ 

（令和４年度） 
80％以上 

〇地域サポート制度を活用している

自治体等数 

16団体 

（令和４年度） 
18団体 

〇まちづくり事業支援交付金の活用

団体数 

14団体 

（令和４年度） 
累計 50団体 

〇町内各種団体の法人化数 
１団体 

（令和４年度） 
累計 ２団体 

 

（８）防災対策の推進 

・ 北海道胆振東部地震の教訓から、地域コミュニティを主体とした自主防災組織の

設立促進や災害時等要援護者登録制度など、町民と行政の協働による防災体制の確

立を進めます。 
 
・ 地域や町民等を対象とした防災訓練の実施及び日頃からの防災啓発、災害時情報

を伝えるためのエリア放送未受信地域の解消、防災行政無線の蓄電池更新、防災倉

庫の整備や計画的な災害時物資の備蓄等により、防災体制の強化を図ります。 
 
・ 老朽化と未耐震が課題となっている早来公民館（早来町民センター）については、

早来研修センターやしらかば合宿所等との集約や、災害時における避難所や自衛隊

等支援機関の活動拠点と併せ体育館やスポーツ合宿所の機能等を兼ね備えた機能複

合化による施設整備を行います。 
 

具体的な施策例 

〇自主防災組織の設立支援  

〇エリア放送網の受信対策   

〇防災倉庫整備事業 

○避難所や運動場等の機能を兼ね備えた早来公民館（町民センター）の施設

整備（再掲） 
 
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○自主防災組織の設立数 
22団体 

（令和４年度） 
25団体 

○災害による死傷者数 

死 者：０人 

重傷者：０人 

軽傷者：０人 

（令和４年度） 

死 者：０人 

重傷者：０人 

軽傷者：０人 
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⑤ 回遊･交流【地域の観光資源を活用した回遊･交流の仕組みづくり】 
 

関連基本目標 
➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
  

新千歳空港から車で20分走れば、日高地域を思わせる牧歌的な風景と富良野・美瑛地域を思

わせる丘陵畑の風景が同時に楽しめる北海道らしいロケーションを持つ当町全域を地域資源と

して活用し、町外ファンを獲得することが重要となります。 

当町には、多くのゴルフ場や日本屈指の軽種馬産地であることなど、豊富な地域資源がある

とともに、町内の交流拠点として道の駅あびらD51ステーションや柏が丘公園（ポッポらん

ど）を整備してきましたが、道の駅を拠点とした町内への回遊・周遊の促進に向けた仕掛けや

検討が必要です。 

また、道の駅には、併設する鉄道資料館に日本遺産「炭鉄港」の構成文化財でもある蒸気機

関車D51 320号機を展示しているほか、各種イベントや特産品開発などの効果もあり、開業か

ら３年１カ月となる令和４年５月には来訪者200万人を達成し活況を見せています。今後も引

き続き「道の駅への来訪客をいかに町内へ回遊させるか」という観点での事業展開を図りなが

ら、関係人口・交流人口の拡大による地域活性化につなげていく必要があります。 

また、胆振管内白老町に開業した民族象徴空間ウポポイや胆振五大遺産、道内７空港一括民

営化などを大きなチャンスと捉え連携していくとともに、アフターコロナにおけるインバウン

ド対策などを講じながら更なる高みを目指した広域的な観光振興による施策展開が重要となっ

ています。 
  
（１）回遊・交流ステーション形成事業の推進 

・ 交流人口や関係人口の拡大に向け、道の駅あびらＤ51ステーションを拠点として、

「菜の花」、「キャンプ場」、「ゴルフ場」、「温浴施設」、「サラブレッド」など、町内

の公共・民間の観光資源や拠点をルートとしてつなぎ、町内全体を回遊させる仕組

みを構築し展開していきます。 
 

  ・ 回遊・交流の更なる推進に向けて、これまでに町の地域資源を活かし整備してき

た追分ゲートウェイプロジェクトや物産館展示ギャラリーなども活用し、年間を通

じて道の駅来訪者を町内へ回遊させるための仕組みづくりを検討しながら、地域経

済への波及効果や町全体の活性化につなげていきます。また、令和５年（2023年）

４月に友好交流協定を結んだ台湾（台南市安平区）との交流機会なども生まれてい

ることから、今後のインバウンド戦略という観点も見据え、これらの動きを観光振

興や町の活性化へつなげる取組みを検討していきます。 
 

  ・ 全国から多くの寄附をいただいているふるさと納税寄付者や東京あびら会の会員

をはじめ、安平町を応援してくれる町外在住者との関係性を築きながら安平町ファ

ンを増やす活動や交流事業を展開しながら、将来的な移住にもつながる関係人口の

拡大・創出を目指します。 
 

具体的な施策例 

〇交流人口・関係人口拡大に向けた回遊・交流ステーション形成事業の展開 

〇「道の駅」「柏が丘公園（ポッポらんど）」における集客イベントの展開 

〇新たな観光ルートや体験メニューの開発 
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〇観光協会等と連携した官民一体型観光商品や回遊・交流コンテンツの開発 

〇アフターコロナを見据えた外国人観光客の受け入れ体制の構築 
  

【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇観光入込客数 
946千人 

（令和４年度） 
1,025千人 

〇道の駅来訪者数 
635千人 

（令和４年度） 
640千人 

 

（２）スポーツ交流の推進 

・ スポーツ交流・スポーツ合宿の推進を目指し、これまでに夏場利用化を進めてき

た屋内スケートリンクをはじめとした当町のスポーツ施設をはじめ、民間企業が経

営するゴルフ場やパークゴルフ場などを活用したスポーツ大会・スポーツ合宿を官

民一体となって積極的に誘致するとともに、町内での経済波及効果に向けた官民連

携による受入体制の構築を検討しながら、スポーツを通じた交流人口・関係人口の

拡大に取り組みます。 
 

  ・ 合宿の受入れについては、既存の合宿施設や民間宿泊施設を活用した団体の誘致

を図るとともに、震災被害により利用を停止している合宿施設もあることから、早

来公民館（早来町民センター）と早来研修センターの集約による改築整備に併せた

合宿機能の在り方について検討していきます。 
 

具体的な施策例 

○官民連携による受入れ体制の構築検討 

○高校・大学・企業等のスポーツ合宿・大会の誘致 

〇スポーツ施設の適切な管理、計画的な改修 

〇早来公民館（早来町民センター）の改築整備に併せた合宿機能の検討 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇合宿所利用団体数・利用者数 
16団体・411人 

（令和４年度） 
 90団体・1,750人 

〇スポーツセンター利用者数（屋内

スケートリンク・温水プールの利用

者数） （再掲） 

31,140人 

（令和４年度） 
33,640人 

 

（３）グリーンツーリズムの推進 

・ 農業部門と観光部門の連携による主要産業である農業のＰＲと地域経済の活性化

を目的として、都市部の住民が自然豊かな田園地域が広がる当町へ訪れ、日帰りの

収穫体験やフットパス事業など、自然と触れ合う体験活動等を通じて町の魅力を

知ってもらうグリーンツーリズム事業を（一社）あびら観光協会とともに展開して

いきます。 
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・ 近年のアウトドア人気により、町内キャンプ場の利用者数が増えている状況にあ

ることから、インターネット予約システムや手ぶらキャンプサービスなどの導入を

進めてきたところですが、さらに来訪者が増えるよう魅力的な環境づくりや計画的

な設備・備品更新を行うとともに、キャンプ場についてはアウトドア関連企業との

包括的な連携や指定管理者制度の導入など、スキー場やパークゴルフ場も含めた施

設の活用強化と集客力向上に向けた取組みを進めます。 
 

具体的な施策例 

○収穫体験など体験メニューの開発 

○次期あびらグリーンツーリズム推進計画の策定 

○町内キャンプ場施設の活用強化と集客力向上に向けた取組み展開（民間企

業との連携や指定管理者制度の導入、イベント・プロモーションの展開な

ど） 

○民間活力による新たなアウトドア施設の整備誘導 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇グリーンツーリズム関連施設数 
０施設 

（令和４年度） 
累計 １施設 

 

（４）広域連携事業の推進 

・ 都市圏を含めて全国的な人口減少、少子高齢化が見込まれる中、地方において安

心して暮らし、それぞれのライフステージやライフスタイルに応じた生活機能の確

保をしていくため、東胆振定住自立圏の枠組みの中で、町民・団体を巻き込みなが

ら連携・協力をし広域行政の取組みを推進していきます。 
 
・ 民族共生象徴空間ウポポイの開業を代表するように、北海道胆振管内は特色ある

豊かな地域資源があり胆振五大遺産である「洞爺湖有珠山ジオパーク」「縄文遺跡

群」「むかわ竜」「アイヌ文化」、そして、当町の蒸気機関車が構成文化財となって

いる「炭鉄港」など、広域的な視点で関係自治体との連携により、地域資源を活用

した取組みを行っていきます。 
 

  ・ 地方創生の推進に向けた「地域間連携」による施策が求められていることから、

胆振町村会と東京２３区との連携プロジェクトへの参加により、観光分野だけでは

なく各種分野での「地域間連携」の取組みを行っていきます。 
 

具体的な施策例 

○東胆振定住自立圏共生ビジョンに基づく施策の推進 

〇地方創生の推進に向けた地域間連携の推進 

〇東京23区との全国連携プロジェクトへの参加 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

○首都圏（東京23区）との連携

事業 

１事業 

（令和４年度） 
累計 ５事業 
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⑥ 情報発信 【的確な情報提供による町のイメージアップ】 
 

関連基本目標 

➊子どもを産み育てる環境整備のために 

➋将来の不安を取り除き、いつまでも安全・安心に住み続けられるま

ちづくりのために 

➌強みを活かした産業と雇用の場づくりのために 

➍移住・定住を見据えた流動人口の確保のために 
  

人口減少対策の全ての出発点は、情報提供（ＰＲ）戦略にあります。 

たとえ効果的な施策を実施しようとしても、町内外の対象となる人々がこれを認知しなけれ

ば、施策への投資効果は期待できません。 

伝えるべきものを伝えたい人に、楽しく、分かりやすく伝達するには、どのような媒体を使

い、どのように提供するべきかを考え、「雇用」「子育て」「教育」「くらし」「回遊・交流」の

全てに関連する情報を戦略的に発信することが「子育て世代に選ばれるまち」「生涯住み続け

ることができるまち」の実現へとつながるものと考えます。 

これまでに整備をしてきたエリア放送網によるテレビを活用した「あびらチャンネル」や、

独自の動画制作による町外への配信、ホームページやＳＮＳなどを最大限に利用し、シティプ

ロモーション戦略に基づき、安平町の魅力を戦略的にＰＲし、「知名度の向上」「交流人口の拡

大」から最終的には「移住や定住人口」に結び付けていく必要があります。 

また、情報発信分野においては、いまだ広報紙といった紙媒体による情報発信が主となって

います。デジタル技術を活用した情報発信を行うことにより、時間や場所にとらわれることの

ない情報提供や情報共有が可能となることから、行政情報を得る身近な媒体として、あびら

チャンネルの視聴割合向上や、多種多様な手段による情報伝達強化を図っていくことは重要で

すが、一方で誰もがデジタル化の恩恵を享受することにより、日常生活等の様々な課題を解決

し、豊かさを真に実感できる「誰一人取り残されない」デジタル社会の実現を目指していく必

要もあります。 

 

（１）戦略的シティプロモーションの推進 

・ 当町の知名度向上に向け、町の魅力を町外者に対して戦略的にＰＲし、知名度向

上から情報交流人口や交流人口拡大を経て、最終的な目標である移住・定住人口の

拡大へとつなげていくシティプロモーション戦略を策定し、情報発信の強化を図り

ます。 
 

  ・ 策定するシティプロモーション戦略では、町が運営する既存媒体や民間媒体の活

用方針、情報掲載のルール化等を検討していくとともに、効果的な情報発信と分析

検討などを行う「（仮称）情報発信向上委員会」を設置していきます。 
 
・ 町外向けの動画コンテンツやプロモーション映像の制作と放映を行うとともに、

リスク管理をしながらＳＮＳを活用した宣伝ＰＲの拡散を行っていきます。 
  

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇シティプロモーション戦略の策定 

〇（仮称）情報発信向上委員会の設置 
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〇ホームページ、ＳＮＳを活用した情報の発信・拡散 

〇町外向け動画コンテンツやプロモーション映像の制作と発信 

〇首都圏観光・特産ＰＲ 

〇ふるさと会等を通じた当町出身者との交流・宣伝ＰＲ 
    
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇町外向け動画の制作本数 
年間19本 

（令和４年度） 
年間15本 

〇町外向け動画の再生回数 
400百回 

（令和４年度） 
600百回 

〇町公式ホームページ閲覧数（回） 
19,033百回 

（令和４年度） 

対R4年度比 

150％増 

〇フェイスブック「いいね」の数 
286 

（令和４年度） 
429 

 

 

（２）情報通信技術を活用した情報提供システムの整備 

・ 一般家庭に広く普及するテレビを活用し、行政情報や緊急時情報を町内世帯へ伝

えるため整備したエリア放送「あびらチャンネル」については、引き続き視聴困難

世帯の受信対策を進めるとともに、町の施策を町民へ的確に伝えるため、そして、

多くの町民に「あびらチャンネル」を見てもらうための番組づくりを目指します。 
 
・ 災害時や地域コミュニティによる事業展開など、町民が必要な情報を取得でき行

政や住民間のネットワークに繋がることができるよう、Ｗｉ-Ｆｉ設備の設置基準

や公共施設等への設置普及の必要性などを段階的に導入しながら検証も行い、防災

施設やコミュニティ関連施設等へのＷｉ-Ｆｉ環境の整備を進めていきます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇町民が町への愛着と誇りを感じ育めるエリア放送「あびらチャンネル」の

番組制作 

〇情報通信基盤の整備（公共施設等のWi-Fi整備）（再掲） 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇あびらチャンネルの視聴割合 
70.0％ 

（令和４年度） 
90％以上 

〇公共Wi-Fiの整備地区整備（再

掲） 

０地区 

（令和４年度） 
累計４地区 
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（３）町のデジタル化推進 

・ 高度化・多様化する情報通信技術の便益を享受できる地域社会の実現を目指して、

「安平町自治体ＤＸ推進計画」に基づき、マイナンバー（個人番号）制度の活用促

進や行政手続きのオンライン化をはじめとした住民生活の利便性向上や情報格差の

解消に向けた取組みを進めていきます。 
 
・ 「誰一人取り残されない」デジタル社会の実現を目指すにあたっては、インター

ネットなどの情報通信技術を使うことができないといった情報格差を是正するため、

既存広報媒体の活用と全町に整備した「あびらチャンネル」のさらなる普及を進め

るとともに、近年急速に普及しているスマートフォンの利活用に向けて、各種ＳＮ

Ｓを活用した情報発信や民間企業と連携したスマートフォン教室等の開催により、

多様な媒体を活用した情報発信を進めていきます。 
 
・ デジタルスキルのリスキリング14（スキルの習得）を通じて、町内全体における

デジタル人材を育成するとともに、新たな就業先の確保や町内事業者のデジタル活

用を促すことで、デジタル技術を活用した新たな賑わいの創出につなげます。 
 

具体的な施策例（太字はデジタル関連） 

〇マイナンバーカードの普及促進 

〇オンライン町役場・移動町役場サービスの導入検討 

〇地方税統一ＱＲコードを活用した電子納付への対応 

〇情報通信基盤の整備（公共施設等のWi-Fi整備）（再掲） 

〇スマートフォン教室の開催 

〇デジタルスキルのリスキリング事業（必要なスキルや知識の習得） 
  
【重要業績評価指標／ＫＰＩ】（KPIの累計はR5～R9までの累計数） 

設定項目 基準値 重要業績評価指標／ＫＰＩ 

〇マイナンバーカードの申請率向上 
75.0％ 

（令和５年３月１日時点） 
95％ 

〇公共Wi-Fiの整備地区整備（再

掲） 

０地区 

（令和４年度） 
累計４地区 

 

                         
14 リスキリング：新たな分野や職務にて新しいスキルを習得すること。 
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